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（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 後 改 正 前

目次 目次
前文 前文
第１章 （略） 第１章 （略）
第２章 研究者等の責務等 第２章 研究者等の責務等
第４ （略） 第４ （略）
第５ 研究機関の長の責務等 第５ 研究機関の長の責務等
１ （略） １ （略）
２ 研究の実施のための体制及び


規程の整備等 ２ 研究の実施のための体制・


規程の整備等

第３章 （略） 第３章 （略）
第４章 インフォームド・コンセント等 第４章 インフォームド・コンセント等
第８ インフォームド・コンセントを受ける手続等 第８ インフォームド・コンセントを受ける手続等
１

インフォームド・コンセントを受ける場合等の対応


（新設）
２

・３

（略） １


・２

（略）

４

試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の提供に関する記録 ３

試料・情報の提供に関する記録

５

～10

（略） ４


～９

（略）

第９ （略） 第９ （略）
第５章～第８章 （略） 第５章～第８章 （略）
第９章 個人情報等、試料及び死者の試料・情報等


に係る基本的責務 第９章 個人情報等、試料及び死者の試料・情報に係る基本的責務

第18 個人情報の保護等 第18 個人情報の保護等
１・２ （略） １・２ （略）
３ 死者の試料・情報等


の取扱い ３ 死者の試料・情報の取扱い

第10章 （略） 第10章 （略）
前文 （略） 前文 （略）
第１章 総則 第１章 総則
第１ 目的及び基本方針 第１ 目的及び基本方針
この指針は、人を対象とする生命科学・医学系研究に携わる全ての関係者が遵守すべき事
項を定めることにより、人間の尊厳及び人権が守られ、研究の適正な推進が図られるように
することを目的とする。全ての関係者は、次に掲げる全ての事項を基本方針としてこの指針
を遵守し、研究を進めなければならない。

この指針は、人を対象とする生命科学・医学系研究に携わる全ての関係者が遵守すべき事
項を定めることにより、人間の尊厳及び人権が守られ、研究の適正な推進が図られるように
することを目的とする。全ての関係者は、次に掲げる全ての事項を基本方針としてこの指針
を遵守し、研究を進めなければならない。

 患者・市民の視点を尊重し、


社会的及び学術的意義を有する研究を実施すること  社会的及び学術的意義を有する研究を実施すること
～ （略） ～ （略）
第２ 用語の定義 第２ 用語の定義
この指針における用語の定義は、次のとおりとする。 この指針における用語の定義は、次のとおりとする。
 人を対象とする生命科学・医学系研究  人を対象とする生命科学・医学系研究
人を対象として、次のア又はイを目的として実施される活動をいう。 人を対象として、次のア又はイを目的として実施される活動をいう。
ア （略） ア （略）
イ に規定する試料、に規定する研究に用いられる情報又はに規定する


試料・情報
を用いて、ヒトゲノム及び遺伝子の構造又は機能並びに遺伝子の変異又は発現に関する
知識を得ること

イ 人由来の


試料・情報を用いて、ヒトゲノム及び遺伝子の構造又は機能並びに遺伝子の
変異又は発現に関する知識を得ること

・ （略） ・ （略）
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 試料  試料
血液、体液、組織、細胞、排泄

せつ

物又は

これらから抽出したＤＮＡその他の


人の体から取

得されたものであって研究に用いられるもの（死者に係るものを含む。）をいう。
血液、体液、組織、細胞、排泄

せつ

物及び

これらから抽出したＤＮＡ等、


人の体から取得さ

れたものであって研究に用いられるもの（死者に係るものを含む。）をいう。
～ （略） ～ （略）
 遺伝情報  遺伝情報
試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を用いて実施される研究の過程を通じて得
られ、又は既に試料・情報に付随している子孫に受け継がれ得る情報で、個人の遺伝的特
徴及び体質を示すものをいう。

試料・情報を用いて実施される研究の過程を通じて得られ、又は既に試料・情報に付随
している子孫に受け継がれ得る情報で、個人の遺伝的特徴及び体質を示すものをいう。

 研究対象者  研究対象者
次に掲げるいずれかに該当する者（死者を含む。）をいう。 次に掲げるいずれかに該当する者（死者を含む。）をいう。
 （略）  （略）
 研究に用いられることとなる既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は


既存試料・情報を取得された者

 研究に用いられることとなる既存試料・情報を取得された者

 （略）  （略）
 研究機関  研究機関
研究が実施される法人若しくは行政機関又は研究を実施する個人事業主をいう。ただし、
試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の保管、統計処理その他の研究に関する業務
の一部についてのみ委託を受けて行われる場合を除く。

研究が実施される法人若しくは行政機関又は研究を実施する個人事業主をいう。ただし、
試料・情報の保管、統計処理その他の研究に関する業務の一部についてのみ委託を受けて
行われる場合を除く。

 共同研究機関  共同研究機関
研究計画書に基づいて共同して研究が実施される研究機関（当該研究のために研究対象
者から新たに試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を取得し、他の研究機関に提供

を行う研究機関を含む。）をいう。

研究計画書に基づいて共同して研究が実施される研究機関（当該研究のために研究対象
者から新たに試料・情報を取得し、他の研究機関に提供を行う研究機関を含む。）をいう。

 研究協力機関  研究協力機関
研究計画書に基づいて研究が実施される研究機関ではない機関


であって、当該研究のた

めに研究対象者から新たに試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を取得し（侵襲（軽
微な侵襲を除く。）を伴う試料の取得は除く。）、研究機関に提供のみを行うもの


をいう。

研究計画書に基づいて研究が実施される研究機関以外

であって、当該研究のために研究

対象者から新たに試料・情報を取得し（侵襲（軽微な侵襲を除く。）を伴う試料の取得は除
く。）、研究機関に提供のみを行う機関


をいう。

 試料・情報等

の収集・提供を行う機関  試料・情報の収集・提供を行う機関

研究機関のうち、試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を研究対象者から取得し、
又は他の機関から提供を受けて保管し、反復継続して他の研究機関に提供を行う業務（以
下「収集・提供」という。）を実施するものをいう。

研究機関のうち、試料・情報を研究対象者から取得し、又は他の機関から提供を受けて
保管し、反復継続して他の研究機関に提供を行う業務（以下「収集・提供」という。）を実
施するものをいう。

・ （略） ・ （略）


既存試料・情報等の提供のみを行う者


（新設）
一の研究において、当該研究の実施（試料・情報等の収集・提供を行う機関における業

務の実施を含む。次のにおいて同じ。）に携わらない者であって、既存試料、研究に用い

られる情報のうち既存のもの又は既存試料・情報を用いて研究を実施しようとするに規

定する研究者等からの依頼を受けて、自らが保有する既存試料、研究に用いられる情報の

うち既存のもの又は既存試料・情報を当該研究者等に提供することのみを行うものをい

う。

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

研究者等 


研究者等

研究責任者その他の研究の実施に携わる者をいう。ただし、研究機関に所属しない者


で
あって、次に掲げるいずれかのもの


は除く。

研究責任者その他の研究の実施（試料・情報の収集・提供を行う機関における業務の実
施を含む。


）に携わる者をいう。ただし、研究機関に所属する者以外


であって、次に掲げる

いずれかの者

は除く。

 新たに試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を取得し、研究機関に提供のみを
行う者

 新たに試料・情報を取得し、研究機関に提供のみを行う者

 既存試料・情報等

の提供のみを行う者  既存試料・情報の提供のみを行う者

 （略）  （略）


研究責任者 


研究責任者

研究の実施に携わるとともに、所属する研究機関において当該研究に係る業務を統括す
る者をいう。

研究の実施に携わるとともに、所属する研究機関において当該研究に係る業務を統括す
る者をいう。

なお、以下、多機関共同研究に係る場合において


、必要に応じて、研究責任者を研究代
表者と読み替えることとする。

なお、以下において


、多機関共同研究に係る場合、必要に応じて、研究責任者を研究代
表者と読み替えることとする。



～

（略） 


～

（略）



インフォームド・コンセント 


インフォームド・コンセント

研究の実施又は継続（試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の取扱いを含む。）に
関する研究対象者等の同意であって、当該研究の目的及び意義並びに方法、研究対象者に
生じる負担、予測される結果（リスク及び利益を含む。）等について研究者等又は既存試料・
情報等

の提供のみを行う者から十分な説明を受け、それらを理解した上で自由意思に基づ

いてなされるものをいう。

研究の実施又は継続（試料・情報の取扱いを含む。）に関する研究対象者等の同意であっ
て、当該研究の目的及び意義並びに方法、研究対象者に生じる負担、予測される結果（リ
スク及び利益を含む。）等について研究者等又は既存試料・情報の提供のみを行う者から十
分な説明を受け、それらを理解した上で自由意思に基づいてなされるものをいう。

（削る） 

適切な同意
試料・情報の取得及び利用（提供を含む。）に関する研究対象者等の同意であって、研究
対象者等がその同意について判断するために必要な事項が合理的かつ適切な方法によって
明示された上でなされたもの（このうち個人情報等については、個人情報保護法における
本人の同意を満たすもの）をいう。
 代諾者  代諾者

生存する研究対象者の意思及び利益を代弁できると考えられる者であって、当該研究対
象者がインフォームド・コンセントを与えることができる能力を欠くと客観的に判断され
る場合に、当該研究対象者の代わりに、研究者等又は既存試料・情報等


の提供のみを行う

者に対してインフォームド・コンセントを与えることができるもの

をいう。

生存する研究対象者の意思及び利益を代弁できると考えられる者であって、当該研究対
象者がインフォームド・コンセント又は適切な同意


を与えることができる能力を欠くと客

観的に判断される場合に、当該研究対象者の代わりに、研究者等又は既存試料・情報の提
供のみを行う者に対してインフォームド・コンセント又は適切な同意


を与えることができ

る者

をいう。

 代諾者等  代諾者等
代諾者に加えて、研究対象者が死者である場合にインフォームド・コンセントを与える
ことができる者を含めたものをいう。

代諾者に加えて、研究対象者が死者である場合にインフォームド・コンセント又は適切
な同意


を与えることができる者を含めたものをいう。

～ （略） ～ （略）
第３ 適用範囲 第３ 適用範囲
１ 適用される研究 １ 適用される研究
この指針は、我が国の研究者等により実施され、又は日本国内において実施される人を
対象とする生命科学・医学系研究を対象とする。ただし、他の指針の適用範囲に含まれる
研究にあっては、当該指針に規定されていない事項についてはこの指針の規定により行う
ものとする。

この指針は、我が国の研究者等により実施され、又は日本国内において実施される人を
対象とする生命科学・医学系研究を対象とする。ただし、他の指針の適用範囲に含まれる
研究にあっては、当該指針に規定されていない事項についてはこの指針の規定により行う
ものとする。

また、次に掲げるアからウまでのいずれかの研究に該当する場合は、この指針の対象と
しない。

また、次に掲げるアからウまでのいずれかの研究に該当する場合は、この指針の対象と
しない。

ア・イ （略） ア・イ （略）

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





ウ 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報のうち、次に掲げるもののみを用いる研
究

ウ 試料・情報のうち、次に掲げるもののみを用いる研究

 既に学術的な価値が定まり、研究用として広く利用され、かつ、一般に入手可能な
試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報
 既に学術的な価値が定まり、研究用として広く利用され、かつ、一般に入手可能な
試料・情報

 研究に用いられる情報のうち既存のものであって、


個人に関する情報に該当しない
もの


 個人に関する情報に該当しない既存の情報


 （略）  （略）
２ （略） ２ （略）
３ 日本国外において実施される研究 ３ 日本国外において実施される研究
 （略）  （略）
 この指針の規定が、


日本国外の研究が実施される国又は地域における法令、指針等の

基準の規定より厳格であり、この指針の規定により研究を実施することが困難な場合で
あって、次に掲げる全ての事項が研究計画書に記載され、当該研究の実施について倫理
審査委員会の意見を聴いて我が国の研究機関の長が許可したときには、この指針の規定
に代えて当該研究が実施される国又は地域の法令、指針等の基準の規定により研究を実
施することができるものとする。

 この指針の規定が日本国外の研究が実施される国又は地域における法令、指針等の基
準の規定より厳格であり、この指針の規定により研究を実施することが困難な場合で
あって、次に掲げる全ての事項が研究計画書に記載され、当該研究の実施について倫理
審査委員会の意見を聴いて我が国の研究機関の長が許可したときには、この指針の規定
に代えて当該研究が実施される国又は地域の法令、指針等の基準の規定により研究を実
施することができるものとする。

・ （略） ・ （略）
 日本国外の研究者等に対して我が国から既存試料、研究に用いられる情報のうち既存


のもの又は


既存試料・情報の提供のみを行う場合は、この指針が適用され、第８及び第
９の関連する規定を遵守しなければならない。

 日本国外の研究者等に対して我が国から既存試料・情報の提供のみを行う場合は、こ
の指針が適用され、第８及び第９の関連する規定を遵守しなければならない。

第２章 研究者等の責務等 第２章 研究者等の責務等
第４ 研究者等の基本的責務 第４ 研究者等の基本的責務
１ 研究対象者等への配慮 １ 研究対象者等への配慮
・ （略） ・ （略）
 研究者等は、研究を実施するに当たっては、原則としてあらかじめ第８及び第９の規


定による


インフォームド・コンセントを受ける手続等を行わ


なければならない。
 研究者等は、研究を実施するに当たっては、原則としてあらかじめインフォームド・
コンセントを受けなければならない。

～ （略） ～ （略）
２ （略） ２ （略）
第５ 研究機関の長の責務等 第５ 研究機関の長の責務等
１ （略） １ （略）
２ 研究の実施のための体制及び


規程の整備等 ２ 研究の実施のための体制・


規程の整備等

 研究機関の長は、研究を適正に実施するために必要な体制及び

規程（試料、研究に用


いられる情報又は


試料・情報の取扱いに関する事項を含む。）を整備しなければならな
い。

 研究機関の長は、研究を適正に実施するために必要な体制・

規程（試料・情報の取扱

いに関する事項を含む。）を整備しなければならない。

～ （略） ～ （略）
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第３章 研究の適正な実施等 第３章 研究の適正な実施等
第６ 研究計画書に関する手続 第６ 研究計画書に関する手続
１ 研究計画書の作成・変更 １ 研究計画書の作成・変更
 研究責任者は、研究を実施しようとするときは、あらかじめ研究計画書を作成しなけ
ればならない。また、研究計画書の内容と異なる研究を実施しようとするときは、あら
かじめ研究計画書を変更しなければならない。なお、第８の６


に掲げる事項について

同意を受けた既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は


既存試料・情報を
用いて研究を実施しようとする場合であって、当該同意を受けた範囲内における研究の
内容（提供先等を含む。）が特定されたときは、当該研究の内容に係る研究計画書の作成
又は変更を行わなければならない。

 研究責任者は、研究を実施しようとするときは、あらかじめ研究計画書を作成しなけ
ればならない。また、研究計画書の内容と異なる研究を実施しようとするときは、あら
かじめ研究計画書を変更しなければならない。なお、第８の５


に掲げる事項について

同意を受けた既存試料・情報を用いて研究を実施しようとする場合であって、当該同意
を受けた範囲内における研究の内容（提供先等を含む。）が特定されたときは、当該研究
の内容に係る研究計画書の作成又は変更を行わなければならない。

～ （略） ～ （略）
２ 倫理審査委員会への付議 ２ 倫理審査委員会への付議
 研究責任者は、研究の実施又はその内容の変更


の適否について、倫理審査委員会の意

見を聴かなければならない。
 研究責任者は、研究の実施の適否について、倫理審査委員会の意見を聴かなければな
らない。

 研究代表者は、多機関共同研究に係る研究計画書について、侵襲（軽微な侵襲を除く。）
を伴う若しくは介入を行う研究の実施又はその内容の変更（軽微な変更を除く。）を行う

場合には、


一の倫理審査委員会による一括した審査を求めなければならない。また、そ
の他研究の実施又はその内容の変更を行う場合においても、原則として、一括した審査

を求めなければならない。


 研究代表者は、原則として、


多機関共同研究に係る研究計画書について、一の倫理審
査委員会による一括した審査を求めなければならない。

 研究責任者は、倫理審査委員会に意見を聴いた後に、その結果及び当該倫理審査委員
会に提出した書類その他研究機関の長が求める書類を研究機関の長に提出し、当該研究
機関における当該研究の実施について、許可を受けなければならない。

 研究責任者は、倫理審査委員会に意見を聴いた後に、その結果及び当該倫理審査委員
会に提出した書類、


その他研究機関の長が求める書類を研究機関の長に提出し、当該研

究機関における当該研究の実施について、許可を受けなければならない。
・ （略） ・ （略）
３～６ （略） ３～６ （略）
第７ 研究計画書の記載事項 第７ 研究計画書の記載事項
 研究計画書（の場合を除く。）に記載すべき事項は、原則として次


のとおりとする。た

だし、倫理審査委員会の意見を受けて研究機関の長が許可した事項については、この限り
でない。

 研究計画書（の場合を除く。）に記載すべき事項は、原則として以下

のとおりとする。

ただし、倫理審査委員会の意見を受けて研究機関の長が許可した事項については、この限
りでない。

 （略）  （略）
 研究の実施体制（全ての研究機関及び研究協力機関の名称、研究者等の氏名並びに既
存試料・情報等


の提供のみを行う者の氏名及び所属する機関の名称を含む。）

 研究の実施体制（全ての研究機関及び研究協力機関の名称、研究者等の氏名並びに既
存試料・情報の提供のみを行う者の氏名及び所属する機関の名称を含む。）

～ （略） ～ （略）
 試料、研究に用いられる情報若しくは


試料・情報又はそれらに係る資料


（試料、


研究
に用いられる情報又は試料・情報の提供に関する記録


を含む。）の保管及び廃棄の方法

 試料・情報（研究に用いられる情報に係る資料


を含む。）の保管及び廃棄の方法

～ （略） ～ （略）
 第８の８


の規定による研究を実施しようとする場合には、同規定に掲げる全ての要件
を満たしていることについて判断する方法

 第８の７


の規定による研究を実施しようとする場合には、同規定に掲げる全ての要件
を満たしていることについて判断する方法

～ （略） ～ （略）
 研究対象者から取得された試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報について、研

究対象者等から同意を受ける時点では特定されない将来の研究のために用いられる可能
性又は他の研究機関に提供する可能性がある場合には、その旨、同意を受ける時点にお
いて想定される内容並びに実施される研究及び提供先となる研究機関に関する情報を研
究対象者等が確認する方法

 研究対象者から取得された試料・情報について、研究対象者等から同意を受ける時点
では特定されない将来の研究のために用いられる可能性又は他の研究機関に提供する可
能性がある場合には、その旨、同意を受ける時点において想定される内容並びに実施さ
れる研究及び提供先となる研究機関に関する情報を研究対象者等が確認する方法

 （略）  （略）
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 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の収集・提供を実施する場合の研究計画書
に記載すべき事項は、原則として次


のとおりとする。ただし、倫理審査委員会の意見を受

けて研究機関の長が許可した事項については、この限りでない。

 試料・情報の収集・提供を実施する場合の研究計画書に記載すべき事項は、原則として
以下

のとおりとする。ただし、倫理審査委員会の意見を受けて研究機関の長が許可した事

項については、この限りでない。
 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の収集・提供の実施体制（試料・情報等


の収集・提供を行う機関の名称及び研究者等の氏名を含む。）
 試料・情報の収集・提供の実施体制（試料・情報の収集・提供を行う機関の名称及び
研究者等の氏名を含む。）

 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の収集・提供の目的及び意義  試料・情報の収集・提供の目的及び意義
 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の収集・提供の方法及び期間  試料・情報の収集・提供の方法及び期間
 収集・提供を行う試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の種類  収集・提供を行う試料・情報の種類

～ （略） ～ （略）
 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の保管及び品質管理の方法  試料・情報の保管及び品質管理の方法
 収集・提供終了後の試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の取扱い  収集・提供終了後の試料・情報の取扱い

 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の収集・提供の資金源等、試料・情報等


の収集・提供を行う機関の収集・提供に係る利益相反及び個人の収益等、研究者等の収
集・提供に係る利益相反に関する状況

 試料・情報の収集・提供の資金源等、試料・情報の収集・提供を行う機関の収集・提
供に係る利益相反及び個人の収益等、研究者等の収集・提供に係る利益相反に関する状
況

～ （略） ～ （略）
 研究対象者から取得された試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報について、研

究対象者等から同意を受ける時点では特定されない将来の研究のために他の研究機関に
提供する旨及び


同意を受ける時点において想定される内容並びに提供先となる研究機関

に関する情報を研究対象者等が確認する方法

 研究対象者から取得された試料・情報について、研究対象者等から同意を受ける時点
では特定されない将来の研究のために他の研究機関に提供する可能性がある場合には、


その旨、


同意を受ける時点において想定される内容並びに提供先となる研究機関に関す
る情報を研究対象者等が確認する方法

第４章 インフォームド・コンセント等 第４章 インフォームド・コンセント等
第８ インフォームド・コンセントを受ける手続等 第８ インフォームド・コンセントを受ける手続等
１

インフォームド・コンセントを受ける場合等の対応


（新設）
研究者等が研究を実施しようとするときは、当該研究の実施について研究機関の長の許

可を受けた研究計画書に定めるところにより、次のからまでの対応を行った上で、２

に掲げる手続を行わなければならない。また、既存試料・情報等の提供のみを行う者が既

存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は既存試料・情報を提供しようとする

ときは、同様の対応及び手続を行わなければならない。ただし、法令の規定により既存試

料、研究に用いられる情報のうち既存のもの若しくは既存試料・情報の提供を行い、又は

受ける場合は、この限りでない。



研究に用いられる情報が、仮名加工情報、匿名加工情報、個人関連情報である場合に

は、それらの情報の取扱いは、個人情報保護法の各関係規定に則って行うものとする。

なお、当該情報については、第８の１及び２（を除く。）において、研究に用いられる

情報に含まないものとする。



外国（個人情報保護委員会が個人情報保護法施行規則第15条第１項各号のいずれにも

該当する外国として定めるものを除く。以下同じ。）にある者に提供する場合には、２

からまで及びの手続を行わなければならない。




研究協力機関を介して当該研究のために新たに試料、研究に用いられる情報又は試


料・情報を取得する場合においても、２ア又はア若しくはイの規定に基づき研究者

等が自らインフォームド・コンセントを受ける手続等を行わなければならない。また、

研究協力機関においては、当該手続が行われていることを確認しなければならない。

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２

インフォームド・コンセントを受ける手続等 １


インフォームド・コンセントを受ける手続等

（削る） 研究者等が研究を実施しようとするとき又は既存試料・情報の提供のみを行う者が既存
試料・情報を提供しようとするときは、当該研究の実施について研究機関の長の許可を受
けた研究計画書に定めるところにより、それぞれ次のからまでの手続に従って、原則
としてあらかじめインフォームド・コンセントを受けるとともに、外国（個人情報保護委
員会が個人情報保護法施行規則第15条第１項各号のいずれにも該当する外国として定める
ものを除く。以下同じ。）にある者に提供する場合にあっては、、又はの手続による
ほか、の手続に従わなければならない。ただし、法令の規定により既存試料・情報を提
供する場合又は既存試料・情報の提供を受ける場合については、この限りでない。
 侵襲を伴う研究又は介入を行う


研究を実施しようとする場合  新たに試料・情報を取得して


研究を実施しようとする場合

研究者等は、６の規定による説明事項について、あらかじめインフォームド・コンセ
ントを受け


なければならない。ただし、研究内容に応じて、倫理審査委員会の意見を受

けて研究機関の長が許可した説明事項については、省略することができる。


研究者等は、次のア又はイの手続を行わ


なければならない。
なお、研究者等は、研究協力機関を介して当該研究のために新たに試料・情報を取得
する場合においても、自らア又はイの手続を行う必要がある。また、研究協力機関にお
いては、当該手続が行われていることを確認しなければならない。
（削る） ア

侵襲を伴う研究
研究者等は、５の規定による説明事項を記載した文書により、インフォームド・コ
ンセントを受けなければならない。
（削る） イ

侵襲を伴わない研究


介入を行う研究
研究者等は、必ずしも文書によりインフォームド・コンセントを受けることを要
しないが、文書によりインフォームド・コンセントを受けない場合には、５の規定
による説明事項について口頭によりインフォームド・コンセントを受け、説明の方
法及び内容並びに受けた同意の内容に関する記録を作成しなければならない。


介入を行わない研究


試料を用いる研究
研究者等は、必ずしも文書によりインフォームド・コンセントを受けることを
要しないが、文書によりインフォームド・コンセントを受けない場合には、５の
規定による説明事項について口頭によりインフォームド・コンセントを受け、説
明の方法及び内容並びに受けた同意の内容に関する記録を作成しなければならな
い。



試料を用いない研究


要配慮個人情報を取得する場合
研究者等は、必ずしもインフォームド・コンセントを受けることを要しない
が、インフォームド・コンセントを受けない場合には、原則として研究対象者
等の適切な同意を受けなければならない。ただし、研究が実施又は継続される
ことについて研究対象者等が拒否できる機会が保障される場合であって、８
からまでに掲げる要件を満たし、かつ、次に掲げるいずれかの要件に該当
するときは、８の規定による適切な措置を講ずることによって、要配慮個人
情報を取得し、利用することができる。
ａ

学術研究機関等に該当する研究機関が学術研究目的で当該要配慮個人情報
を取得する必要がある場合であって、研究対象者の権利利益を不当に侵害す
るおそれがない場合
ｂ

研究機関が当該要配慮個人情報を取得して研究を実施しようとすることに
特段の理由がある場合で、研究対象者等からインフォームド・コンセント及
び適切な同意を受けることが困難である場合

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

以外の場合

研究者等は、必ずしもインフォームド・コンセント及び適切な同意を受ける

ことを要しないが、インフォームド・コンセント及び適切な同意のいずれも受

けない場合には、当該研究の実施について、６からまでの事項を研究対象

者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置き、研究が実施又

は継続されることについて、研究対象者等が拒否できる機会を保障しなければ

ならない（ただし、研究に用いられる情報（要配慮個人情報を除く。）を共同研

究機関へ提供する場合は、イを準用する。）。


 試料を用いる研究を実施しようとする


場合  自らの研究機関において保有している既存試料・情報を研究に用いる


場合
研究者等が研究を実施しようとするときは、次


の手続を行わなければならない。また、


既存試料・情報等の提供のみを行う者が既存試料又は既存試料・情報を提供しようとす

るときは、イ及びの手続を行わなければならない。


研究者等は、次のア又はイ


の手続を行わなければならない。

ア 新たに試料を取得する


研究 ア 試料を用いる


研究
研究者等は、６の規定による説明事項について、あらかじめ


インフォームド・コン

セントを受けなければならない。ただし、研究内容に応じて、倫理審査委員会の意見


を受けて研究機関の長が許可した説明事項については、省略することができる。


研究者等は、必ずしも文書により


インフォームド・コンセントを受けることを要し


ないが、文書によりインフォームド・コンセントを受けない場合には、５の規定によ

る説明事項について口頭によりインフォームド・コンセントを受け、説明の方法及び

内容並びに受けた同意の内容に関する記録を作成しなければならない。ただし、次に

掲げるからまでのいずれかの場合に該当するときには、当該手続を行うことを要

しない。


（削る） 

当該既存試料・情報の全てが次に掲げるいずれかの要件に該当するとき



当該既存試料が、既に特定の個人を識別することができない状態にあるときは、

当該既存試料を用いることにより個人情報が取得されることがないこと



当該研究に用いられる情報が、仮名加工情報（既に作成されているものに限る。）

であること



当該研究に用いられる情報が、匿名加工情報であること




当該研究に用いられる情報が、個人関連情報であること


（削る） 

に該当せず、かつ、インフォームド・コンセントを受けることが困難な場合で

あって、次に掲げる又はのいずれかの要件を満たしているとき



研究対象者等に６からまで及びからまでの事項を通知した上で適切な

同意を受けているとき



当該既存試料・情報の取得時に当該研究における利用が明示されていない別の

研究に係る研究対象者等の同意のみが与えられているときであって、次に掲げる

全ての要件を満たしているとき



当該研究の実施について、６からまで、及びの事項を研究対象者等

に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置いていること



その同意が当該研究の目的と相当の関連性があると合理的に認められること


（削る） 

に該当せず、かつ、当該既存試料・情報の取得時に５に掲げる事項について

同意を受け、その後、当該同意を受けた範囲内における研究の内容が特定された場

合にあっては、当該特定された研究の内容についての情報を研究対象者等に通知し、

又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置き、研究が実施されることについて、

原則として、研究対象者等が同意を撤回できる機会を保障しているとき

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（削る） 

からまでのいずれにも該当せず、かつ、次に掲げるからまでの全ての要

件を満たしているとき



当該既存試料を用いなければ研究の実施が困難である場合であって、次に掲げ

るいずれかの要件を満たしていること



学術研究機関等に該当する研究機関が学術研究目的で当該既存試料・情報を

取り扱う必要がある場合であって、研究対象者の権利利益を不当に侵害するお

それがないこと



当該研究を実施しようとすることに特段の理由がある場合であって、研究対

象者等からインフォームド・コンセント及び適切な同意を受けることが困難で

あること




当該研究の実施について、６からまで及びからまでの事項を研究対象

者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置いていること



当該研究が実施又は継続されることについて、原則として、研究対象者等が拒

否できる機会を保障すること


イ 既存試料を用いる


研究 イ 試料を用いない


研究
研究者等が研究を実施しようとするとき又は既存試料・情報等の提供のみを行う者


が既存試料又は既存試料・情報を提供しようとするときは、に該当する場合を除き、

及びに掲げる手続を行わなければならない。なお、からまでのいずれにも該

当しない場合においては、６の規定による説明事項について、インフォームド・コン

セントを受けなければならない。ただし、この場合においては、研究内容に応じて、

倫理審査委員会の意見を受けて機関の長が許可した説明事項については、省略するこ

とができる。


研究者等は、必ずしもインフォームド・コンセントを受けることを要しない。ただ


し、インフォームド・コンセントを受けない場合には、次に掲げるからまでのい

ずれかの場合に該当していなければならない。


 個人を識別することができない既存試料を用い、又は提供する場合


 当該研究に用いられる情報が仮名加工情報（既に作成されているものに限る。）、

匿名加工情報又は個人関連情報であること


研究者等又は既存試料・情報等の提供のみを行う者は、次の又はの場合には、

インフォームド・コンセントを受ける手続等を要しない。



自らの研究機関において保有する当該既存試料が、既に特定の個人を識別する

ことができない状態にある場合であって、当該既存試料を用いることにより個人

情報を取得されることがないこと


（新設）



他の研究機関に特定の個人を識別することができない状態で当該既存試料を提

供する場合であって、当該既存試料の提供先となる研究機関において当該既存試

料を用いることにより個人情報が取得されることがないこと


（新設）

 自らの研究機関において保有している既存試料又は既存試料・情報を用いる場合


 に該当せず、かつ、当該研究に用いられる情報の取得時に当該研究における利

用が明示されていない別の研究に係る研究対象者等の同意のみが与えられている場

合であって、次に掲げる全ての要件を満たしていること


研究者等は、研究に用いられる試料又は試料・情報が適切な手続を経て取得され

たものであって、次の又はの要件を満たしているものであるときは、７から

まで及びからまでの事項を研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易

に知り得る状態に置き、研究が実施又は継続されることについて、原則として、研

究対象者等が拒否できる機会を保障しなければならない。ただし、当該研究に用い

られる当該既存試料又は既存試料・情報の取得時に当該研究における利用が明示さ

れていない別の研究に係る研究対象者等の同意のみが与えられているとき（その同

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 「個人情報」又は「個人データ」を「既存試料」又は「既存試料・情報」と読

み替えて、個人情報保護法第18条第３項各号のいずれかに該当する場合


 当該研究の実施について、６からまで、及びの事項を研究対象者等に

通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置いていること


 当該研究に用いる試料又は試料・情報の取得時に６に掲げる事項について同

意を受け、その後、当該同意を受けた範囲内における研究の内容が特定された場

合


 その同意が当該研究の目的と相当の関連性があると合理的に認められること


意が当該研究の目的と相当の関連性があると合理的に認められる場合に限る。）は、

当該研究の実施について、７からまで、及びの事項を研究対象者等に通知

し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置かなければならない。


 他の研究機関に既存試料又は既存試料・情報を提供しようとする場合


 に該当せず、かつ、当該研究に用いる情報の取得時に５に掲げる事項につい

て同意を受け、その後、当該同意を受けた範囲内における研究の内容が特定された

場合にあっては、当該特定された研究の内容についての情報を研究対象者等に通知

し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置き、研究が実施されることについ

て、原則として、研究対象者等が同意を撤回できる機会を保障していること


研究者等又は既存試料・情報等の提供のみを行う者は、研究に用いられる試料又

は試料・情報が適切な手続を経て取得されたものであって、次の又はの要件を

満たしているものであるときは、７からまで及びからまでの事項を研究対

象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置き、研究が実施又は

継続されることについて、原則として、研究対象者等が拒否できる機会を保障しな

ければならない。



「個人情報」又は「個人データ」を「既存試料」又は「既存試料・情報」と読

み替えて、個人情報保護法第27条第１項各号のいずれかに該当する場合


（新設）



当該既存試料又は既存試料・情報の取得時に６に掲げる事項について同意を

受け、その後、当該同意を受けた範囲内における研究の内容（提供先等を含む。）

が特定された場合


（新設）

（削る） 

からまでのいずれにも該当せず、かつ、研究対象者等に６からまで及び

からまでの事項を通知した上で適切な同意を受けていること又は次に掲げる

からまでの全ての要件を満たしていること



次に掲げるいずれかの要件を満たしていること



当該研究に用いられる情報が仮名加工情報（既に作成されているものを除


く。）であること



学術研究機関等に該当する研究機関が学術研究目的で当該研究に用いられる

情報を取り扱う必要がある場合であって、研究対象者の権利利益を不当に侵害

するおそれがないこと



当該研究を実施しようとすることに特段の理由がある場合であって、研究対

象者等から適切な同意を受けることが困難であること




当該研究の実施について、６からまで及びからまでの事項を研究対象

者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置いていること



当該研究が実施又は継続されることについて、原則として、研究対象者等が拒

否できる機会を保障すること


 試料を用いない研究を実施


しようとする場合  他の研究機関に既存試料・情報を提供


しようとする場合
研究者等が試料を用いない研究を実施しようとするときは、次


の手続を行わなければ
ならない。また、既存試料・情報等の提供のみを行う者が研究に用いられる情報を提供


しようとするときは、ウの手続を行わなければならない。


他の研究機関に対して既存試料・情報の提供を行う者は、次のア又はイ


の手続を行わ
なければならない。

ア 新たに


要配慮個人情報を取得する研究


ア 既存の試料及び


要配慮個人情報を提供しようとする場合


研究者等は、６の規定による説明事項について、あらかじめインフォームド・コン

セントを受けなければならないが、研究内容に応じて、倫理審査委員会の意見を受け

て研究機関の長が許可した説明事項については、省略することができる。ただし、研


必ずしも文書によりインフォームド・コンセントを受けることを要しないが、文書

によりインフォームド・コンセントを受けない場合には、５の規定による説明事項（当

該既存の試料及び要配慮個人情報を提供する旨を含む。）について口頭によりイン


令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






（削る） 

既存試料のみを提供し、かつ、当該既存試料を特定の個人を識別することができ

ない状態で提供する場合であって、当該既存試料の提供先となる研究機関において

当該既存試料を用いることにより個人情報が取得されることがないとき


究が実施又は継続されることについて研究対象者等が拒否できる機会が保障される場

合であって、９からまでに掲げる要件を満たし、かつ、個人情報保護法第20条

第２項各号のいずれかに該当する場合は、９の規定による適切な措置を講ずること

によって、要配慮個人情報を取得し、利用することができる。


フォームド・コンセントを受け、説明の方法及び内容並びに受けた同意の内容に関す

る記録を作成しなければならない。ただし、これらの手続を行うことが困難な場合で

あって、次に掲げるからまでのいずれかの場合に該当するときは、当該手続を行

うことを要しない。


（削る） 

に該当せず、かつ、当該既存の試料及び要配慮個人情報の取得時に５に掲げ

る事項について同意を受け、その後、当該同意を受けた範囲内における研究の内容

（提供先等を含む。）が特定された場合にあっては、当該特定された研究の内容につ

いての情報を研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置

き、研究が実施されることについて、原則として、研究対象者等が同意を撤回でき

る機会を保障しているとき


（削る） 

又はに該当せず、かつ、当該既存の試料及び要配慮個人情報を提供すること

について、研究対象者等に６からまで及びからまでの事項を通知した上で

適切な同意を受けているとき又は次に掲げるからまでの全ての要件を満たして

いるとき



次に掲げるいずれかの要件を満たしていること（既存試料を提供する必要があ

る場合にあっては、当該既存試料を用いなければ研究の実施が困難である場合に

限る。


）


学術研究機関等に該当する研究機関が当該既存の試料及び要配慮個人情報を

学術研究目的で共同研究機関に提供する必要がある場合であって、研究対象者

の権利利益を不当に侵害するおそれがないこと



学術研究機関等に該当する研究機関に当該既存の試料及び要配慮個人情報を

提供しようとする場合であって、当該研究機関が学術研究目的で取り扱う必要

があり、研究対象者の権利利益を不当に侵害するおそれがないこと



当該既存の試料及び要配慮個人情報を提供することに特段の理由がある場合

であって、研究対象者等から適切な同意を受けることが困難であること



当該既存の試料及び要配慮個人情報を他の研究機関へ提供することについて、

６からまで及びからまでの事項を研究対象者等に通知し、又は研究対象

者等が容易に知り得る状態に置いていること



当該既存の試料及び要配慮個人情報が提供されることについて、原則として、

研究対象者等が拒否できる機会を保障すること


イ 新たに要配慮個人情報以外の情報を取得する研究


イ ア以外の場合


研究者等は、当該研究の実施について、７からまでの事項を研究対象者等に通

知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置き、研究が実施又は継続されるこ

とについて、研究対象者等が拒否できる機会を保障しなければならない。なお、研究

に用いられる情報（要配慮個人情報を除く。）を共同研究機関へ提供する場合は、ウ

を準用する。


研究に用いられる情報（要配慮個人情報を除く。）の提供を行うときは、必ずしもイ

ンフォームド・コンセントを受けることを要しないが、インフォームド・コンセント

を受けない場合には原則として適切な同意を受けなければならない。ただし、次の

からまでのいずれかの要件に該当するときは、当該手続を行うことを要しない。


（削る） 

当該研究に用いられる情報が、個人関連情報である場合であって、次に掲げる

又はのいずれかの場合に該当するとき



提供先となる研究機関が、当該個人関連情報を個人情報として取得することが

想定されないとき


令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報








提供先となる研究機関が、当該個人関連情報を個人情報として取得することが

想定される場合であって、次に掲げるいずれかの場合に該当するとき



アからまでの規定中「試料及び要配慮個人情報」とあるのを、「個人

関連情報」と読み替えた場合におけるアからまでに掲げるいずれかを

満たしていること



提供先となる研究機関において研究対象者等の適切な同意が得られているこ

とを当該研究に用いられる情報の提供を行う者が確認していること


（削る） 

適切な同意を受けることが困難な場合であって、当該研究に用いられる情報が匿

名加工情報であるとき


（削る） 

又はに該当せず、かつ、当該研究に用いられる情報の取得時に５に掲げる

事項について同意を受け、その後、当該同意を受けた範囲内における研究の内容（提

供先等を含む。）が特定された場合にあっては、当該特定された研究の内容について

の情報を研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置き、

研究が実施されることについて、原則として、研究対象者等が同意を撤回できる機

会を保障しているとき


（削る） 

からまでのいずれにも該当せず、かつ、適切な同意を受けることが困難な場

合であって、アからまでの規定中「試料及び要配慮個人情報」とあるのを、「研

究に用いられる情報」と読み替えた場合におけるアからまでに掲げる全ての

要件を満たしているとき


ウ

研究に用いられる情報のうち既存のもののみを用いる研究


（新設）
研究者等が研究に用いられる情報のうち既存のもののみを用いて研究を実施しよう

とするときは、次に掲げる又はに該当しない場合には、６の規定による説明事項

について、インフォームド・コンセントを受けなければならない。ただし、研究内容

に応じて、倫理審査委員会の意見を受けて研究機関の長が許可した説明事項について

は、省略することができる。また、既存試料・情報等の提供のみを行う者が研究に用

いられる情報のうち既存のものを提供しようとするときには、の手続を行わなけれ

ばならない。



自らの研究機関において保有している研究に用いられる情報のうち既存のものを

用いる場合

研究者等は、研究に用いられる情報が適切な手続を経て取得されたものであって、

次の又はの要件を満たしているものであるときは、７からまで及びから

までの事項を研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に

置き、研究が実施又は継続されることについて、原則として、研究対象者等が拒否

できる機会を保障しなければならない。ただし、当該研究に用いられる情報の取得

時に当該研究における利用が明示されていない別の研究に係る研究対象者等の同意

のみが与えられているとき（その同意が当該研究の目的と相当の関連性があると合

理的に認められる場合に限る。）は、当該研究の実施について、７からまで、

及びの事項を研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に

置かなければならない。



「個人情報」又は「個人データ」を「研究に用いられる情報のうち既存のもの」

と読み替えて、個人情報保護法第18条第３項各号のいずれかに該当する場合



当該研究に用いられる情報の取得時に６に掲げる事項について同意を受け、

その後、当該同意を受けた範囲内における研究の内容が特定された場合

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

他の研究機関に研究に用いられる情報のうち既存のものを提供しようとする場合

研究者等又は既存試料・情報等の提供のみを行う者は、研究に用いられる情報の

うち既存のものが適切な手続を経て取得されたものであって、次の又はの要件

を満たしているものであるときは、７からまで及びからまでの事項を研究

対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置き、研究が実施又

は継続されることについて、原則として、研究対象者等が拒否できる機会を保障し

なければならない。



「個人情報」又は「個人データ」を「研究に用いられる情報のうち既存のもの」

と読み替えて、個人情報保護法第27条第１項各号のいずれかに該当する場合



当該研究に用いられる情報のうち既存のものの取得時に６に掲げる事項につ

いて同意を受け、その後、当該同意を受けた範囲内における研究の内容（提供先

等を含む。）が特定された場合


 既存試料・情報等

の提供のみを行う者等の手続  既存試料・情報の提供のみを行う者等の手続

（削る） 既存試料・情報の提供のみを行う者等は、の手続に加えて、次に掲げる全ての要件

を満たさなければならない。


ア 既存試料・情報等

の提供のみを行う者は、イ又はウに加えて、次の又は


の手続を行わなければならない。


ア 既存試料・情報の提供のみを行う者が所属する機関の長（以下「所属機関の長」と


いう。）は、既存試料・情報の提供が適正に行われることを確保するために必要な体制

及び規程（試料・情報の取扱いに関する事項を含む。）を整備すること




特定の個人を識別することができない状態で既存試料、研究に用いられる情報の

うち既存のもの又は既存試料・情報の提供を行う場合には、その提供について、既

存試料・情報等の提供のみを行う者が所属する機関の長（以下「所属機関の長」と

いう。）に報告すること


（新設）




に該当しない既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は既存試


料・情報を提供しようとする場合には、倫理審査委員会の意見を聴いた上で、所属

機関の長の許可を得ること


（新設）

イ 所属機関の長は、次に掲げる事項を行わなければならない。


イ 既存試料・情報の提供のみを行う者は、ア又はイ、若しくはにより

既存試料・情報の提供を行う場合、その提供について所属機関の長に報告すること




既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は既存試料・情報の提供が

適正に行われることを確保するために必要な体制及び規程（試料、研究に用いられ

る情報又は試料・情報の取扱いに関する事項を含む。）を整備すること


（新設）



アの場合、当該既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は既存試

料・情報の提供に関する情報を研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に

知り得る状態に置かれることを確保すること


（新設）

（削る） ウ

既存試料・情報の提供のみを行う者は、ア若しくは又はイ、若しく

はにより既存試料・情報を提供しようとするときは、倫理審査委員会の意見を聴い

た上で、所属機関の長の許可を得ていること


（削る） エ

既存試料・情報の提供のみを行う者がア若しくは又はイ若しくはにより

既存試料・情報の提供を行う場合には、所属機関の長は、当該既存試料・情報の提供

に関する情報を研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置

かれることを確保すること

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 又は


の手続に基づく既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は


既存
試料・情報の提供を受けて研究を実施しようとする場合

 の手続に基づく既存試料・情報の提供を受けて研究を実施しようとする場合

又は


の手続に基づく既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は


既存
試料・情報の提供を受けて研究を実施しようとする場合、研究者等は、次のア及びイの
手続を行わなければならない。

の手続に基づく既存試料・情報の提供を受けて研究を実施しようとする場合、研究
者等は、次のア及びイの手続を行わなければならない。

ア 研究者等は、次に掲げる全ての事項を確認すること ア 研究者等は、次に掲げる全ての事項を確認すること
 当該既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は


既存試料・情報に関

する

又はの規定による提供に当たって講じた措置の内容

 当該既存試料・情報に関するインフォームド・コンセントの内容


又はの規定に
よる当該既存試料・情報の


提供に当たって講じた措置の内容
 当該既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は


既存試料・情報の提

供を行った他の機関の名称、住所及びその長の氏名
 当該既存試料・情報の提供を行った他の機関の名称、住所及びその長の氏名

 当該既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は


既存試料・情報の提
供を行った他の機関による当該既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの


又は

既存試料・情報の取得の経緯

 当該既存試料・情報の提供を行った他の機関による当該既存試料・情報の取得の
経緯

イ 研究者等は、研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置

き、研究が実施又は継続されることについて、研究対象者等が拒否できる機会を保障

することにより既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は


既存試料・情
報の提供を受ける場合（特定の個人を識別することができない既存試料・情報を用い


る場合を除く。）、自らの研究機関においても７からまで及びからまでの事項

を研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置き、研究が実

施又は継続されることについて、原則として、研究対象者等が拒否できる機会を保障

すること


イ 既存試料・情報の提供を受ける場合（ア又はイ若しくはに該当する場合


を除く。）であって、次に掲げるいずれかの要件を満たしていること


（削る） 

イに該当することにより、既存の個人関連情報の提供を受けて研究を行う

場合には、イの規定に準じた手続を行うこと


（削る） 

ア若しくは又はイ若しくはに該当することにより、特定の個人を識別

することができる既存試料・情報の提供を受けて研究しようとする場合には、６

からまで及びからまでの事項を研究対象者等が容易に知り得る状態に置き、

かつ研究が実施又は継続されることについて、原則として、研究対象者等が拒否で

きる機会を保障すること


 外国にある者へ試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を提供する場合の取扱い  外国にある者へ試料・情報を提供する場合の取扱い
ア 外国にある者（個人情報保護法施行規則第16条に定める基準に適合する体制を整備
している者を除く。以下この


ア及びイにおいて同じ。）に対し、試料、研究に用いられ


る情報又は


試料・情報を提供する場合（当該試料、研究に用いられる情報若しくは


試
料・情報の取扱いの全部若しくは


一部を外国にある者に委託する場合又はそれらの者


と共同して利用する場合


を含む。）は、当該提供について、あらかじめ、イに掲げる全
ての情報を研究対象者等に提供した上で、当該


研究対象者等のインフォームド・コン


セント


を受けなければならない。ただし、次に掲げるから

までのいずれかの場合

に該当するときは、この限りでない。

ア 外国にある者（個人情報保護法施行規則第16条に定める基準に適合する体制を整備
している者を除く。以下ア及びイにおいて同じ。）に対し、試料・情報を提供する場合
（当該試料・情報の取扱いの全部又は


一部を外国にある者に委託する場合を含む。）は、

当該者に対し試料・情報を


提供すること


について、あらかじめ、イに掲げる全ての情
報を当該

研究対象者等に提供した上で、研究対象者等の適切な同意


を受けなければな

らない。ただし、次に掲げるから

までのいずれかの場合に該当するときは、この

限りでない。
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なお、に該当する場合（特定の個人を識別することができない情報を提供する場

合においても同様とする。）にあっては、試料の提供について、当該提供を行う機関の

長に報告しなければならない。また、又はに該当する場合にあっては、当該研究

の実施及び当該試料、研究に用いられる情報又は試料・情報を外国にある者へ提供す

ることについて、あらかじめ、イに掲げる全ての情報並びに７からまで、及び

の事項を研究対象者等に通知（以下このにおいて単に「通知」という。）し、又は

研究対象者等が容易に知り得る状態に置き、原則として、研究対象者等が拒否できる

機会（以下このにおいて単に「機会」という。）を保障しなければならない。

 提供する試料について、インフォームド・コンセントを受けることが困難な場合


であって、特定の個人を識別することができない状態にあり、提供先となる研究機

関において当該試料を用いることにより個人情報が取得されることがない場合


 提供する試料・情報の全てが次に掲げる又はのいずれかの場合に該当すると


き


（削る） 

当該試料・情報（に該当する研究に用いられる情報を除く。）の全てが次に掲

げるいずれかの要件に該当し、当該試料・情報の提供について、当該試料・情報

の提供を行う機関の長に報告すること



適切な同意を受けることが困難な場合であって、提供しようとする試料が特

定の個人を識別することができない状態にあり、提供先となる研究機関におい

て当該試料を用いることにより個人情報が取得されることがないこと



適切な同意を受けることが困難な場合であって、提供しようとする研究に用

いられる情報が匿名加工情報であること



提供しようとする研究に用いられる情報が、個人関連情報（提供先となる研

究機関が当該個人関連情報を個人情報として取得することが想定される場合を

除く。）であること


（削る） 

提供しようとする研究に用いられる情報が個人関連情報（提供先となる研究機

関が当該個人関連情報を個人情報として取得することが想定される場合に限る。）

であって、次に掲げるいずれかの要件に該当し又は提供先となる研究機関におい

て同意が得られていることを当該個人関連情報の提供を行う者が確認し、倫理審

査委員会の意見を聴いた上で、当該個人関連情報の提供を行う機関の長の許可を

得ていること



学術研究機関等に該当する研究機関が当該個人関連情報を学術研究目的で共

同研究機関である外国にある者に提供する必要がある場合であって、研究対象

者の権利利益を不当に侵害するおそれがないこと



学術研究機関等に該当する外国にある者に当該個人関連情報を提供する場合

であって、提供先となる研究機関が学術研究目的で取り扱う必要があり、研究

対象者の権利利益を不当に侵害するおそれがないこと



当該個人関連情報を提供することに特段の理由がある場合であって、提供先

となる研究機関において研究対象者等の適切な同意を取得することが困難であ

ること

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 ア

ただし書の規定により要配慮個人情報を新たに取得して、当該要配慮個人情

報を外国にある者に提供する場合であって、次に掲げる全ての要件を満たしている
ことについて倫理審査委員会の意見を聴いた上で、当該情報


の提供を行う機関の長

の許可を得ている場合


 イ


ただし書き

の規定により要配慮個人情報を新たに取得して、当該要配

慮個人情報を外国にある者に提供する場合であって、次に掲げる全ての要件を満た
していることについて倫理審査委員会の意見を聴いた上で、試料・情報


の提供を行

う機関の長の許可を得ているとき
 インフォームド・コンセント


を受けることが困難であること  適切な同意


を受けることが困難であること

 個人情報保護法第27条第１項各号のいずれか


に該当する場合


 からまでの規定中「個人関連情報」とあるのを、「要配慮個人情報」と
読み替えた場合に、からまでに掲げるいずれかの要件


に該当すること
 ９


に掲げる要件を全て満たし、９


の規定による適切な措置を講ずること  ８


に掲げる要件を全て満たし、８


の規定による適切な措置を講ずること

 （略）  （略）
 インフォームド・コンセント


を受けることが困難な場合（又はに該当する場
合を除く。


）であって、「個人情報」又は「個人データ」を「試料」、「研究に用いられ

る情報」又は「試料・情報」と読み替えて、個人情報保護法第27条第１項各号のい
ずれかに該当し、通知の内容及び機会の保障について


倫理審査委員会の意見を聴い
た上で、試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の提供を行う機関の長の許可

を得ている場合


 適切な同意


を受けることが困難な場合であって、又はに該当しないときに、
次に掲げる全ての要件を満たしていることについて


倫理審査委員会の意見を聴いた

上で、試料・情報の提供を行う機関の長の許可を得ているとき


（削る） 

からまでの規定中「個人関連情報」とあるのを、「試料・情報」と読み
替えた場合にからまでに掲げるいずれかの要件を満たしていること
（削る） 

当該研究の実施及び当該試料・情報の外国にある者への提供について、あらか
じめ、イに掲げる全ての情報並びに６からまで、及びの事項を研究対象
者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置いていること
（削る） 

当該試料・情報が提供されることについて、原則として、研究対象者等が拒否
できる機会を保障すること



既存試料、研究に用いられる情報のうち既存のもの又は既存試料・情報の取得時
に６に掲げる事項及び外国にある者へ提供することについて同意を受け、その後、
当該同意を受けた範囲内における研究の内容（提供先等を含む。）が特定され、通知
の内容及び機会の保障について倫理審査委員会の意見を聴いた上で、既存試料、研
究に用いられる情報のうち既存のもの又は既存試料・情報の提供を行う機関の長の
許可を得ている場合


（新設）

イ 外国にある者に対し、試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を提供する者が、
アの規定において、研究対象者等に提供しなければならない情報は次


のとおりとする。

イ 外国にある者に対し、試料・情報を提供する者が、アの規定において、研究対象者
等に提供しなければならない情報は以下


のとおりとする。

～ （略） ～ （略）
ウ 外国にある者（個人情報保護法施行規則第16条に定める基準に適合する体制を整備
している者に限る。）に対し、試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を提供する

者は、研究対象者等のインフォームド・コンセント


を受けずに提供した場合には、個
人情報の取扱いについて、個人情報保護法第28条第３項で求めている必要な措置を講
ずるとともに、研究対象者等の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該研究
対象者等に提供しなければならない。

ウ 外国にある者（個人情報保護法施行規則第16条に定める基準に適合する体制を整備
している者に限る。）に対し、試料・情報を提供する者は、研究対象者等の適切な同意

を受けずに当該者に試料・情報を


提供した場合には、個人情報の取扱いについて、個
人情報保護法第28条第３項で求めている必要な措置を講ずるとともに、研究対象者等
の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該研究対象者等に提供しなければな
らない。

３

電磁的方法によるインフォームド・コンセントの取得 ２


電磁的方法によるインフォームド・コンセントの取得

研究者等又は既存試料・情報等

の提供のみを行う者は、次に掲げる全ての事項に配慮し

た上で、１及び２


におけるインフォームド・コンセントを

電磁的方法により受けることが

できる。

研究者等又は既存試料・情報の提供のみを行う者は、次に掲げる全ての事項に配慮した
上で、１


における文書による


インフォームド・コンセントに代えて、


電磁的方法によりイ

ンフォームド・コンセントを


受けることができる。
・ （略） ・ （略）
 インフォームド・コンセントを受けた後も６


の規定による説明事項を含めた同意事項

を容易に閲覧できるようにし、特に研究対象者等が求める場合には文書を交付すること
 インフォームド・コンセントを受けた後も５


の規定による説明事項を含めた同意事項

を容易に閲覧できるようにし、特に研究対象者等が求める場合には文書を交付すること
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４

試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の提供に関する記録 ３

試料・情報の提供に関する記録

試料、研究に用いられる情報若しくは試料・情報の提供を行い、又は受ける場合には、

次の手続を行わなければならない。


（新設）

 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の提供を行う場合  試料・情報の提供を行う場合
研究責任者又は試料、研究に用いられる情報若しくは


試料・情報の提供のみを行う者

は、当該提供に関する記録を作成し、当該記録に係る提供を行った日から３年を経過し
た日までの期間保管しなければならない。なお、研究協力機関においては、試料、研究


に用いられる情報又は


試料・情報の提供のみを行う者が

、その提供について、当該研究

協力機関の長に報告しなければならない。

研究責任者又は試料・情報の提供のみを行う者は、当該試料・情報の


提供に関する記
録を作成し、当該記録に係る当該試料・情報の


提供を行った日から３年を経過した日ま

での期間保管しなければならない。なお、研究協力機関においては、試料・情報の提供
のみを行う者は


、その提供について、当該研究協力機関の長に報告しなければならない。

 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の提供を受ける場合  試料・情報の提供を受ける場合
他の研究機関等から試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の提供を受ける場合

は、研究者等は、当該提供を行う者によって適切な手続がとられていること等を確認す
るとともに、当該提供に関する記録を作成しなければならない。

他の研究機関等から試料・情報の提供を受ける場合は、研究者等は、当該試料・情報


の

提供を行う者によって適切な手続がとられていること等を確認するとともに、当該試


料・情報の


提供に関する記録を作成しなければならない。
研究責任者は、研究者等が作成した当該記録を、当該研究の終了について報告された
日から５年を経過した日までの期間保管しなければならない。

研究責任者は、研究者等が作成した当該記録を、当該研究の終了について報告された
日から５年を経過した日までの期間保管しなければならない。

５

研究計画書の変更 ４


研究計画書の変更

研究者等は、研究計画書を変更して研究を実施しようとする場合には、変更箇所につい
て、原則として改めて１及び２


の規定によるインフォームド・コンセントの手続等を行わ

なければならない。ただし、倫理審査委員会の意見を受けて研究機関の長の許可を受けた
場合には、当該許可に係る変更箇所については、この限りでない。

研究者等は、研究計画書を変更して研究を実施しようとする場合には、変更箇所につい
て、原則として改めて１


の規定によるインフォームド・コンセントの手続等を行わなけれ

ばならない。ただし、倫理審査委員会の意見を受けて研究機関の長の許可を受けた場合に
は、当該許可に係る変更箇所については、この限りでない。

６

説明事項 ５


説明事項

インフォームド・コンセントを受ける際に研究対象者等に対し説明すべき事項は、原則
として次


のとおりとする。ただし、倫理審査委員会の意見を受けて研究機関の長が許可し

た事項については、この限りでない。

インフォームド・コンセントを受ける際に研究対象者等に対し説明すべき事項は、原則
として以下


のとおりとする。ただし、倫理審査委員会の意見を受けて研究機関の長が許可

した事項については、この限りでない。
 （略）  （略）
 当該研究対象者に係る研究協力機関の名称、既存試料・情報等


の提供のみを行う者の

氏名及び所属する機関の名称並びに全ての研究責任者の氏名及び研究機関の名称
 当該研究対象者に係る研究協力機関の名称、既存試料・情報の提供のみを行う者の氏
名及び所属する機関の名称並びに全ての研究責任者の氏名及び研究機関の名称

 （略）  （略）
 研究の方法（研究対象者から取得された試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報

の利用目的及び取扱いを含む。）及び期間
 研究の方法（研究対象者から取得された試料・情報の利用目的及び取扱いを含む。）及
び期間

～ （略） ～ （略）
 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の保管及び廃棄の方法  試料・情報の保管及び廃棄の方法
～ （略） ～ （略）
 外国にある者に対して試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を提供する場合に

は、２イ


に規定する情報
 外国にある者に対して試料・情報を提供する場合には、１イ


に規定する情報

～ （略） ～ （略）
 研究対象者から取得された試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報について、研

究対象者等から同意を受ける時点では特定されない将来の研究のために用いられる可能
性又は他の研究機関に提供する可能性がある場合には、その旨、同意を受ける時点にお
いて想定される内容並びに実施される研究及び提供先となる研究機関に関する情報を研
究対象者等が確認する方法

 研究対象者から取得された試料・情報について、研究対象者等から同意を受ける時点
では特定されない将来の研究のために用いられる可能性又は他の研究機関に提供する可
能性がある場合には、その旨、同意を受ける時点において想定される内容並びに実施さ
れる研究及び提供先となる研究機関に関する情報を研究対象者等が確認する方法
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 侵襲（軽微な侵襲を除く。）を伴う研究であって介入を行うものの場合には、研究対象
者の秘密が保全されることを前提として、モニタリングに従事する者及び監査に従事す
る者並びに倫理審査委員会が、必要な範囲内において当該研究対象者に関する試料、研


究に用いられる情報又は


試料・情報を閲覧する旨

 侵襲（軽微な侵襲を除く。）を伴う研究であって介入を行うものの場合には、研究対象
者の秘密が保全されることを前提として、モニタリングに従事する者及び監査に従事す
る者並びに倫理審査委員会が、必要な範囲内において当該研究対象者に関する試料・情
報を閲覧する旨

７

研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置くべき事項 ６


研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に置くべき事項

１及び２の規定又は５


の規定において、研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容
易に知り得る状態に置くべき事項は次


のとおりとする。

１

の規定において、研究対象者等に通知し、又は研究対象者等が容易に知り得る状態に

置くべき事項は以下

のとおりとする。

 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の利用目的及び利用方法（他の機関へ提
供される場合はその方法を含む。）

 試料・情報の利用目的及び利用方法（他の機関へ提供される場合はその方法を含む。）

 利用し、又は提供する試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の項目  利用し、又は提供する試料・情報の項目
 （略）  （略）
 試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の提供を行う機関の名称及びその長の氏
名

 試料・情報の提供を行う機関の名称及びその長の氏名

 提供する試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の取得の方法  提供する試料・情報の取得の方法
 提供する試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を用いる研究に係る研究責任者

（多機関共同研究にあっては、研究代表者）の氏名及び当該者が所属する研究機関の名
称

 提供する試料・情報を用いる研究に係る研究責任者（多機関共同研究にあっては、研
究代表者）の氏名及び当該者が所属する研究機関の名称

 （略）  （略）
 試料、研究に用いられる情報若しくは


試料・情報の管理について責任を有する者の氏
名又は名称

 試料・情報の管理について責任を有する者の氏名又は名称

 研究対象者等の求めに応じて、研究対象者が識別される試料、研究に用いられる情報


若しくは


試料・情報の利用又は他の研究機関への提供を停止する旨
 研究対象者等の求めに応じて、研究対象者が識別される試料・情報の利用又は他の研
究機関への提供を停止する旨

 （略）  （略）
 外国にある者に対して試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を提供する場合に

は、２イ


に規定する情報
 外国にある者に対して試料・情報を提供する場合には、１イ


に規定する情報

８

研究対象者に緊急かつ明白な生命の危機が生じている状況における研究の取扱い ７


研究対象者に緊急かつ明白な生命の危機が生じている状況における研究の取扱い

研究者等は、あらかじめ研究計画書に定めるところにより、次に掲げる全ての要件に該
当すると判断したときは、研究対象者等の同意を受けずに研究を実施することができる。
ただし、当該研究を実施した場合には、速やかに、６


の規定による説明事項について


イン

フォームド・コンセントの手続を行わなければならない。

研究者等は、あらかじめ研究計画書に定めるところにより、次に掲げる全ての要件に該
当すると判断したときは、研究対象者等の同意を受けずに研究を実施することができる。
ただし、当該研究を実施した場合には、速やかに、５


の規定による説明事項を記載した文


書又は電磁的方法により


インフォームド・コンセントの手続を行わなければならない。
～ （略） ～ （略）
９

インフォームド・コンセントの手続等の簡略化 ８


インフォームド・コンセントの手続等の簡略化

１及び２の規定又は５


の規定において、次に掲げる


からまでの

要件を全て満たし、

からまでに掲げる措置を講ずる場合には、１及び２の規定又は５


の規定に基づきイ
ンフォームド・コンセントの手続等の簡略化を行うことができる。

１又は４


の規定において、次の

からまでに掲げる


要件を全て満たし、から

までに掲げる措置を講ずる場合には、１又は４


の規定に基づきインフォームド・コンセン
トの手続等の簡略化を行うことができる。

 研究者等は、次に掲げる全ての要件に該当する研究を実施しようとする場合には、当
該研究の実施について研究機関の長の許可を受けた研究計画書に定めるところにより、
１及び２並びに５


に規定されているとおり手続の一部を簡略化することができる。

 研究者等は、次に掲げる全ての要件に該当する研究を実施しようとする場合には、当
該研究の実施について研究機関の長の許可を受けた研究計画書に定めるところにより、
１及び４


に規定されているとおり手続の一部を簡略化することができる。
 （略）  （略）
 １及び２並びに５


の規定による手続を簡略化することが、研究対象者の不利益とな
らないこと

 １及び４


の規定による手続を簡略化することが、研究対象者の不利益とならないこ
と
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 １及び２並びに５


の規定による手続を簡略化しなければ、研究の実施が困難であり、
又は研究の価値を著しく損ねること

 １及び４


の規定による手続を簡略化しなければ、研究の実施が困難であり、又は研
究の価値を著しく損ねること

 社会的に重要性が高い研究と認められるものであること（２ア


に基づき外国に
ある者へ試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を提供する場合に限る。）

 社会的に重要性が高い研究と認められるものであること（１ア


に基づき外国に
ある者へ試料・情報を提供する場合に限る。）

 研究者等は、の規定により手続が簡略化される場合には、次に掲げるもののうち適
切な措置を講じなければならない。

 研究者等は、の規定により手続が簡略化される場合には、次に掲げるもののうち適
切な措置を講じなければならない。

 研究対象者等が含まれる集団に対し、試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報
の取得、


利用の目的及び内容（方法を含む。）について広報すること

 研究対象者等が含まれる集団に対し、試料・情報の取得及び

利用の目的及び内容（方

法を含む。）について広報すること
 （略）  （略）
 長期間にわたって継続的に試料、研究に用いられる情報若しくは


試料・情報が取得

され、又は利用される場合には、社会に対し、その実情を当該取得又は利用の目的及
び方法を含めて広報し、社会に周知されるよう努めること

 長期間にわたって継続的に試料・情報が取得され、又は利用される場合には、社会
に対し、その実情を当該試料・情報の


取得又は利用の目的及び方法を含めて広報し、

社会に周知されるよう努めること
10

同意の撤回等 ９


同意の撤回等

研究者等は、研究対象者等から次に掲げるいずれかに該当する同意の撤回又は拒否が
あった場合には、遅滞なく、当該撤回又は拒否の内容に従った措置を講ずるとともに、そ
の旨を当該研究対象者等に説明しなければならない。ただし、当該措置を講ずることが困
難な場合であって、当該措置を講じないことについて倫理審査委員会の意見を聴いた上で
研究機関の長が許可したときは、この限りでない。この場合において、当該撤回又は拒否
の内容に従った措置を講じない旨及びその理由について、研究者等が研究対象者等に説明
し、理解を得るよう努めなければならない。

研究者等は、研究対象者等から次に掲げるいずれかに該当する同意の撤回又は拒否が
あった場合には、遅滞なく、当該撤回又は拒否の内容に従った措置を講ずるとともに、そ
の旨を当該研究対象者等に説明しなければならない。ただし、当該措置を講ずることが困
難な場合であって、当該措置を講じないことについて倫理審査委員会の意見を聴いた上で
研究機関の長が許可したときは、この限りでない。この場合において、当該撤回又は拒否
の内容に従った措置を講じない旨及びその理由について、研究者等が研究対象者等に説明
し、理解を得るよう努めなければならない。

・ （略） ・ （略）
 ８

の規定によるインフォームド・コンセントの手続における、研究が実施又は継続さ

れることの全部又は一部に対する拒否
 ７

の規定によるインフォームド・コンセントの手続における、研究が実施又は継続さ

れることの全部又は一部に対する拒否
 （略）  （略）

第９ 代諾者等からインフォームド・コンセントを受ける場合の手続等 第９ 代諾者等からインフォームド・コンセントを受ける場合の手続等
１ 代諾の要件等 １ 代諾の要件等
 研究者等又は既存試料・情報等


の提供のみを行う者が、第８の規定による手続におい

て代諾者等からインフォームド・コンセントを受ける場合には、次に掲げる全ての要件
を満たさなければならない。

 研究者等又は既存試料・情報の提供のみを行う者が、第８の規定による手続において
代諾者等からインフォームド・コンセントを受ける場合には、次に掲げる全ての要件を
満たさなければならない。

ア （略） ア （略）
イ 研究対象者が次に掲げるからまでのいずれかの場合に該当していること イ 研究対象者が次に掲げるからまでのいずれかの場合に該当していること
 未成年者であること。ただし、研究対象者が中学校等の課程を修了している又は
16歳以上の未成年者であり、かつ、研究を実施されることに関する十分な判断能力
を有すると判断される場合であって、次に掲げる全ての事項が研究計画書に記載さ
れ、当該研究の実施について倫理審査委員会の意見を聴き、研究機関の長の許可を
受けたときは、代諾者ではなく当該研究対象者からインフォームド・コンセントを
受けるものとする。

 未成年者であること。ただし、研究対象者が中学校等の課程を修了している又は
16歳以上の未成年者であり、かつ、研究を実施されることに関する十分な判断能力
を有すると判断される場合であって、次に掲げる全ての事項が研究計画書に記載さ
れ、当該研究の実施について倫理審査委員会の意見を聴き、研究機関の長の許可を
受けたときは、代諾者ではなく当該研究対象者からインフォームド・コンセントを
受けるものとする。

 （略）  （略）
 研究の目的及び試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の取扱いを含む研

究の実施についての情報を親権者又は未成年後見人等が容易に知り得る状態に置
き、当該研究が実施又は継続されることについて、当該者が拒否できる機会を保
障する旨

 研究の目的及び試料・情報の取扱いを含む研究の実施についての情報を親権者
又は未成年後見人等が容易に知り得る状態に置き、当該研究が実施又は継続され
ることについて、当該者が拒否できる機会を保障する旨

・ （略） ・ （略）
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 研究者等又は既存試料・情報等

の提供のみを行う者が、第８の規定による手続におい

て代諾者等からインフォームド・コンセントを受ける場合には、アの選定方針に
従って代諾者等を選定し、当該代諾者等に対して、第８の６


の規定による説明事項に加

えてアに規定する説明事項を説明しなければならない。

 研究者等又は既存試料・情報の提供のみを行う者が、第８の規定による手続において
代諾者等からインフォームド・コンセントを受ける場合には、アの選定方針に従っ
て代諾者等を選定し、当該代諾者等に対して、第８の５


の規定による説明事項に加えて

アに規定する説明事項を説明しなければならない。
 研究者等又は既存試料・情報等


の提供のみを行う者が、代諾者からインフォームド・

コンセントを受けた場合であって、研究対象者が中学校等の課程を修了している又は16
歳以上の未成年者であり、かつ、研究を実施されることに関する十分な判断能力を有す
ると判断されるときには、当該研究対象者からもインフォームド・コンセントを受けな
ければならない。

 研究者等又は既存試料・情報の提供のみを行う者が、代諾者からインフォームド・コ
ンセントを受けた場合であって、研究対象者が中学校等の課程を修了している又は16歳
以上の未成年者であり、かつ、研究を実施されることに関する十分な判断能力を有する
と判断されるときには、当該研究対象者からもインフォームド・コンセントを受けなけ
ればならない。

２ インフォームド・アセントを得る場合の手続等 ２ インフォームド・アセントを得る場合の手続等
 研究者等又は既存試料・情報等


の提供のみを行う者が、代諾者からインフォームド・

コンセントを受けた場合であって、研究対象者が研究を実施されることについて自らの
意向を表することができると判断されるときには、インフォームド・アセントを得るよ
う努めなければならない。ただし、１の規定により研究対象者からインフォームド・
コンセントを受けるときは、この限りでない。

 研究者等又は既存試料・情報の提供のみを行う者が、代諾者からインフォームド・コ
ンセントを受けた場合であって、研究対象者が研究を実施されることについて自らの意
向を表することができると判断されるときには、インフォームド・アセントを得るよう
努めなければならない。ただし、１の規定により研究対象者からインフォームド・コ
ンセントを受けるときは、この限りでない。

 （略）  （略）
 研究者等及び既存試料・情報等


の提供のみを行う者は、の規定によるインフォーム

ド・アセントの手続において、研究対象者が、研究が実施又は継続されることの全部又
は一部に対する拒否の意向を表した場合には、その意向を尊重するよう努めなければな
らない。ただし、当該研究を実施又は継続することにより研究対象者に直接の健康上の
利益が期待され、かつ、代諾者がそれに同意するときは、この限りでない。

 研究者等及び既存試料・情報の提供のみを行う者は、の規定によるインフォーム
ド・アセントの手続において、研究対象者が、研究が実施又は継続されることの全部又
は一部に対する拒否の意向を表した場合には、その意向を尊重するよう努めなければな
らない。ただし、当該研究を実施又は継続することにより研究対象者に直接の健康上の
利益が期待され、かつ、代諾者がそれに同意するときは、この限りでない。

第５章 （略） 第５章 （略）
第６章 研究の信頼性確保 第６章 研究の信頼性確保
第11・第12 （略） 第11・第12 （略）
第13 研究に係る試料及び情報等の保管 第13 研究に係る試料及び情報等の保管
 研究者等は、研究に用いられる情報又は


試料・情報に係る資料（試料、研究に用いられ


る情報又は


試料・情報の提供に関する記録を含む。以下「情報等」という。）を正確なもの
にしなければならない。

 研究者等は、研究に用いられる情報及び

試料・情報に係る資料（試料・情報の提供に関

する記録を含む。以下「情報等」という。）を正確なものにしなければならない。

～ （略） ～ （略）
 研究機関の長は、当該研究機関において保管する情報等について、可能な限り長期間保
管されるよう努めなければならず、侵襲（軽微な侵襲を除く。）を伴う研究であって介入を
行うものを実施する場合には、少なくとも、当該研究の終了について報告された日から５
年を経過した日又は当該研究の結果の最終の公表について報告された日から３年を経過し
た日のいずれか遅い日までの期間、適切に保管されるよう必要な監督を行わなければなら
ない。また、仮名加工情報及び削除情報等（個人情報保護法第41条第１項の規定により行
われた加工の方法に関する情報にあっては、その情報を用いて仮名加工情報の作成に用い
られた個人情報を復元できるものに限る。）並びに匿名加工情報及び加工方法等情報の保管
（削除情報等又は加工方法等情報については、これらの情報を破棄する場合を除く。）につ
いても同様とする。また、試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の提供に関する記

 研究機関の長は、当該研究機関において保管する情報等について、可能な限り長期間保
管されるよう努めなければならず、侵襲（軽微な侵襲を除く。）を伴う研究であって介入を
行うものを実施する場合には、少なくとも、当該研究の終了について報告された日から５
年を経過した日又は当該研究の結果の最終の公表について報告された日から３年を経過し
た日のいずれか遅い日までの期間、適切に保管されるよう必要な監督を行わなければなら
ない。また、仮名加工情報及び削除情報等（個人情報保護法第41条第１項の規定により行
われた加工の方法に関する情報にあっては、その情報を用いて仮名加工情報の作成に用い
られた個人情報を復元できるものに限る。）並びに匿名加工情報及び加工方法等情報の保管
（削除情報等又は加工方法等情報については、これらの情報を破棄する場合を除く。）につ
いても同様とする。また、試料・情報の提供に関する記録について、試料・情報を提供す

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






 （略）  （略）
第14 （略） 第14 （略）

録について、試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報を提供する場合は提供を行った
日から３年を経過した日までの期間、提供を受ける場合は当該研究の終了について報告さ
れた日から５年を経過した日までの期間、適切に保管されるよう必要な監督を行わなけれ
ばならない。

る場合は提供を行った日から３年を経過した日までの期間、試料・情報の


提供を受ける場
合は当該研究の終了について報告された日から５年を経過した日までの期間、適切に保管
されるよう必要な監督を行わなければならない。

第７章 重篤な有害事象への対応 第７章 重篤な有害事象への対応
第15 重篤な有害事象への対応 第15 重篤な有害事象への対応
１ （略） １ （略）
２ 研究責任者の対応 ２ 研究責任者の対応
 （略）  （略）
 研究責任者は、研究に係る試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報の取得を研究

協力機関に依頼した場合であって、研究対象者に重篤な有害事象が発生した場合には、
速やかな報告を受けなければならない。

 研究責任者は、研究に係る試料・情報の取得を研究協力機関に依頼した場合であって、
研究対象者に重篤な有害事象が発生した場合には、速やかな報告を受けなければならな
い。

～ （略） ～ （略）
３ （略） ３ （略）

第８章 倫理審査委員会 第８章 倫理審査委員会
第16 （略） 第16 （略）
第17 倫理審査委員会の役割・責務等 第17 倫理審査委員会の役割・責務等
１・２ （略） １・２ （略）
３ 迅速審査等 ３ 迅速審査等
 倫理審査委員会は、次に掲げるいずれかの審査に該当する場合、当該倫理審査委員会
が指名する委員による審査（以下「迅速審査」という。）を行い、意見を述べることがで
きる。迅速審査の結果は倫理審査委員会の意見として取り扱うものとし、当該審査結果
は全ての委員に報告されなければならない。

 倫理審査委員会は、次に掲げるいずれかの審査に該当する場合、当該倫理審査委員会
が指名する委員による審査（以下「迅速審査」という。）を行い、意見を述べることがで
きる。迅速審査の結果は倫理審査委員会の意見として取り扱うものとし、当該審査結果
は全ての委員に報告されなければならない。

～ （略） ～ （略）


利益相反に関して確認が必要な研究者等の追加に関する審査


（新設）
 （略）  （略）
４ （略） ４ （略）

第９章 個人情報等、試料及び死者の試料・情報等

に係る基本的責務 第９章 個人情報等、試料及び死者の試料・情報に係る基本的責務

第18 個人情報の保護等 第18 個人情報の保護等
１・２ （略） １・２ （略）
３ 死者の試料・情報等


の取扱い ３ 死者の試料・情報の取扱い

研究者等及び研究機関の長は、死者の尊厳及び遺族等の感情に鑑み、死者について特定
の個人を識別することができる試料、研究に用いられる情報又は


試料・情報に関しても、

この指針の規定のほか、個人情報保護法、条例等の規定に準じて適切に取り扱い、必要か
つ適切な措置を講ずるよう努めなければならない。

研究者等及び研究機関の長は、死者の尊厳及び遺族等の感情に鑑み、死者について特定
の個人を識別することができる試料・情報に関しても、この指針の規定のほか、個人情報
保護法、条例等の規定に準じて適切に取り扱い、必要かつ適切な措置を講ずるよう努めな
ければならない。

第10章 その他 第10章 その他
第19 施行期日 第19 施行期日
この指針は、令和８年12月１日


から施行する。 この指針は、令和５年７月１日


から施行する。

第20・第21 （略） 第20・第21 （略）

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第


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号
)

官
報


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公 告

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

諸 事 項






名 称 本 店 の 所 在 地 許可番号 営業廃止年月日

株式会社レクストあいち 愛知県名古屋市西区那古野二丁
目７番20号

互第4010号 令和８年７月３日

名 称 本 店 の 所 在 地 営業廃止年月日

株式会社レクストあいち 愛知県名古屋市西区那古野二丁目７番
20号

令和８年７月３日

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

割賦販売法に基づく同法第35条の３の61の許可を受けた者の営
業廃止に関する公示

次表に掲げる割賦販売法（昭和36年法律第159号。以下「法」という。）第35条の３の61の許可を受
けた者から、法第35条の３の62において準用する法第26条第１項の規定による営業廃止の届出があっ
たので、法第35条の３の62において準用する法第26条第２項において準用する法第24条の規定に基づ
き、次のとおり公示します。
令和８年８月 27 日 経済産業大臣 赤澤 亮正

割賦販売法及び割賦販売法施行令に基づく債権の申出に関する
公示

次表に掲げる割賦販売法（昭和36年法律第159号。以下「法」という。）第35条の３の61の許可を受
けた者は、前払式特定取引の営業を廃止し、法第35条の３の62において準用する法第27条第１項第４
号に該当することとなったので、割賦販売法施行令（昭和36年政令第341号）第10条第１項の規定に
基づき、次のとおり公示します。
令和８年８月 27 日 中部経済産業局長 三浦 聡
次表に掲げる者が供託した営業保証金について、法第35条の３の62において準用する法第21条第１
項の権利を有する者は、令和８年10月26日までに許可割賦販売業者等の営業保証金等に関する規則（昭
和36年法務省・通商産業省令第１号）第３条の規定に基づき、次の様式による申出書に還付を受ける
権利を有することを証する書面を添えて下記あて提出してください。
なお、令和８年10月26日までに申出書の提出をしない者は、本公示に係る営業保証金についての権
利の実行の手続きから除斥されます。

記
あて先 〒4608510 愛知県名古屋市中区三の丸二丁目６番２号

名古屋第４地方合同庁舎５階・６階
中部経済産業局産業部消費経済課
電話0529512560
メールbzl-chb-kappan@meti.go.jp

                                            

様式
申 出 書

中部経済産業局長 殿
住 所
氏 名（名称及び代表者の氏名）

割賦販売法施行令第10条第１項の規定により、下記のとおり債権の申出をします。
記

１．債務者の名称及び住所
２．債権額
３．債権発生の原因たる事実
（備考）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

破産手続開始・破産手続廃止
及び免責許可申立てに関する
意見申述期間


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
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日
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


号
)

官
報






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

免責許可決定






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

小規模個人再生による再生計
画認可



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
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
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

日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






高速道路工事一部完了公告

本会社において、高速道路の工事を下記のとおり一部完了しますので、道路整備特別措置法第22条
第２項の規定に基づき公告します。
令和８年８月 27 日 東日本高速道路株式会社

代表取締役社長 吉岡 幹夫
記

路 線 名 工 事 の 区 間 工事の種類 工事完了の日

常磐自動車道 茨城県つくばみらい市古川
（つくばみらいスマートＩＣ）

新設工事 令和８年８月28日
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号
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




令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報

会
社
そ
の
他
の
公
告

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清

算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

札
幌
市
白
石
区
菊
水
元
町
二
条
一
丁
目
一
番
五
号

葵
機
電
産
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

関
口

健
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
六
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

北
海
道
帯
広
市
西
三
条
南
九
丁
目
二
三
番
地

株
式
会
社
嘉
藤
農
機

代
表
清
算
人

西
尾

康
宏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

札
幌
市
中
央
区
南
四
条
東
三
丁
目
一
二
番
地

株
式
会
社
北
浩
塗
料
店

代
表
清
算
人

中
村

守

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

青
森
県
八
戸
市
大
字
湊
町
字
久
保
四
三
番
地
一
五

有
限
会
社
湊
食
品
市
場

清
算
人

寺
地

敬
一

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

青
森
県
北
津
軽
郡
板
柳
町
大
字
掛
落
林
鶴
ヶ
池
一

〇
番
地
一
二

有
限
会
社

田
建
設

清
算
人

田

文
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

宮
城
県
仙
台
市
青
葉
区
あ
け
ぼ
の
町
八
番
一
三

二
〇
三
号

株
式
会
社
ノ
ー
ザ
ン
ベ
ガ

代
表
清
算
人

花
島

憲
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

福
島
県
須
賀
川
市
栄
町
三
〇
一
番
地

有
限
会
社
桑
名
木
材

清
算
人

桑
名

勝
也

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散

い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算

か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

福
島
県
喜
多
方
市
塩
川
町
小
府
根
字
蓮
沼
二
六
番
地

特
定
非
営
利
活
動
法
人
日
中
友
好
技
術
人
材
交

流
協
会

代
表
清
算
人

中
川

英
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

埼
玉
県
川
越
市
大
字
大
袋
新
田
八
四
〇
番
地
一
三

株
式
会
社
ス
ペ
ー
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ト
ー

代
表
清
算
人

古
藤

勉

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

埼
玉
県
越
谷
市
谷
中
町
一
丁
目
一
五
八
番
地
二

有
限
会
社
ベ
ス
ト
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
清
算
人

橋
爪

貴
聴

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
大
宮
区
桜
木
町
二
丁
目
三
番

地
大
宮
マ
ル
イ
七
階

株
式
会
社
埼
玉
こ
い
ず
み

代
表
清
算
人

小
泉

和
意

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

埼
玉
県
川
口
市
芝
二
丁
目
二
二
番
六

二
号

金
辰
株
式
会
社

代
表
清
算
人

侯

金
龍

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

埼
玉
県
川
越
市
大
字
的
場
二
一
六
四
番
地
二
二
レ

ジ
ェ
ン
ド
ハ
イ
ム
ナ
カ
ノ
二
〇
二
号
室

Ｓ
ａ
ｑ
ｒ

Ｐ
ｔ
ｅ
合
同
会
社

清
算
人

チ
ェ
ン
・
グ
イ
ク
ス

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
世
田
谷
区
太
子
堂
四
丁
目
一
八
番
一
五

マ
ガ
ザ
ン
三
軒
茶
屋
二

三
Ｆ
三

株
式
会
社
蔵

代
表
清
算
人

野
阪

治
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
見
沼
区
新
堤
七
六
番
地
一
一

株
式
会
社
日
昇
住
宅
機
器

代
表
清
算
人

野
口

数
馬

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
江
戸
川
区
松
島
二
丁
目
三
二
番
三
号

合
同
会
社
Ｌ
ｉ
Ｍ
ｏ

清
算
人

松
井

ゆ
り





第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
栃木県宇都宮市駅前通り一丁目５番９号

ハウスコム関東株式会社
代表取締役 大髙 良介

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 418,901
固 定 資 産 101,817
合 計 520,718

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 434,485
株 主 資 本 86,233
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 39,385
資 本 準 備 金 39,385
利 益 剰 余 金 26,848
その他利益剰余金 26,848
(うち当期純損失) (505)
合 計 520,718

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

く
だ
さ
い
。

な
お
、
期
日
ま
で
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
さ
れ
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
大
田
区
山
王
二
丁
目
一
七
番
二
〇
号

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・
イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ス
合
同
会
社

代
表
清
算
人

髙
城

正
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
渋
谷
区
渋
谷
二

一
九

一
五
宮
益
坂
ビ

ル
デ
ィ
ン
グ
六
〇
九

株
式
会
社
浪
江
陸
上
養
殖

代
表
清
算
人

竹
之
下
航
洋

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
十
一
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
文
京
区
音
羽
一
丁
目
二
三
番
一
二
第
一
晃

和
堂
ビ
ル
四
二
六
号
室

三
和
株
式
会
社

代
表
清
算
人

王

紀
媛

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除

斥
さ
れ
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
葛
飾
区
鎌
倉
三
丁
目
三
九
番
一
三
号

綜
合
フ
ァ
ス
ナ
ー
有
限
会
社

清
算
人

小
泉

正
次

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
二
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
日
野
市
南
平
二
丁
目
五
九
番
地
の
四
一

ア
ミ
タ
ナ
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
合
同
会
社

清
算
人

南
雲

杏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
江
東
区
毛
利
二
丁
目
七
番
九

三
〇
二
号

有
限
会
社
ア
イ
・
エ
ス
・
ア
イ

清
算
人

市
川

幸
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
渋
谷
区
渋
谷
四
丁
目
二
番
二
二
号

株
式
会
社
テ
ク
ニ
ク
ス
・
イ
ン
・
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
・
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー

代
表
清
算
人

竹
内

千
賀

解
散
公
告

当
法
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八
月

二
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申

し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
一
丁
目
四
番
一
号
日
本
橋

一
丁
目
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ

Ｎ
Ｉ
Ｈ
Ｏ
Ｎ
Ｂ
Ａ
Ｓ
Ｈ
Ｉ
１
一
般
社
団
法
人

代
表
清
算
人

三
品

貴
仙

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
十
七
日
に
解
散
し
ま
し
た
。

当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら

二
箇
月
以
内
に
、
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
期
間
内
に
お

申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
西
東
京
市
下
保
谷
三
丁
目
一
〇
番
九
号

有
限
会
社
山
﨑
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

清
算
人

山
﨑

優

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
港
区
南
青
山
三
丁
目
三

三
リ
ビ
エ
ラ
南

青
山
ビ
ル
Ａ
館
四
Ｆ

株
式
会
社
レ
イ
バ
ー
エ
ン
ズ

代
表
清
算
人

山
本

晃
佑

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
北
区
滝
野
川
四
丁
目
一
〇

一
三

一
階

東
瑞
合
同
会
社

清
算
人

霍

超

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
国
分
寺
市
西
元
町
一
丁
目
一
番
三
二
号

有
限
会
社
西
町
薬
局

清
算
人

北
澤

昌
明

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
七
月
三

十
一
日
付
で
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
く
だ
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
町
田
市
中
町
一
丁
目
一
〇
番
四

六
〇
一
号

株
式
会
社
エ
ス
テ
ィ
ー
シ
ー
ジ
ャ
パ
ン

代
表
清
算
人

米
山

昭

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
渋
谷
区
神
南
一
丁
目
一
一
番
四
号
Ｆ
Ｐ
Ｇ

リ
ン
ク
ス
神
南
五
階

株
式
会
社
Ｏ
ｐ
ｔ
ｙ
ｓ

Ｓ
ｏ
ｌ
ｕ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
ｓ

代
表
清
算
人

室
伏

陽

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

横
浜
市
港
南
区
港
南
台
九
丁
目
一
九
番
一

一
〇

〇
九
号

有
限
会
社
シ
ス
テ
ム
ア
イ

清
算
人

市
村

博

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算

か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
江
東
区
塩
浜
二
丁
目
一
六

四

三
〇
五

合
同
会
社
Ａ
ｎ
ｙ
Ｄ
ｒ
ｅ
ａ
ｍ

代
表
清
算
人

高
橋

孝
宏





第 30 期決算公告 令和８年８月27日
埼玉県富士見市鶴瀬東二丁目18番11号
マイシティビルディング201号

エスケイビル建材株式会社
代表取締役 山本 修平

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 395,078
固 定 資 産 14,423
合 計 409,501

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 116,734
固 定 負 債 6,098
株 主 資 本 286,668
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 276,668
利 益 準 備 金 700
その他利益剰余金 275,968
(うち当期純利益) (45,158)
合 計 409,501

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

神
奈
川
県
海
老
名
市
東
柏
ケ
谷
四

二
一

六

株
式
会
社
Ｉ
Ｎ
Ｆ
Ｉ
Ｒ
ｅ
ａ
ｃ
ｈ

代
表
清
算
人

中
村

優
花

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
五
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

神
奈
川
県
座
間
市
ひ
ば
り
が
丘
一
丁
目
五
三
番
一

三
号
Ｋ
ワ
ン
ハ
ウ
ス
一
〇
二
号

桜
モ
ー
タ
ー
ズ
合
同
会
社

清
算
人

コ
テ
ィ
カ
ー
ベ

レ
ス
リ
ー

ア

ベ
ー
ラ
タ
ナ

ペ
レ
ー
ラ

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

岐
阜
市
問
屋
町
一
丁
目
五
番
地

有
限
会
社
ル
ノ
ン

代
表
清
算
人

服
部
加
代
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

愛
知
県
海
部
郡
大
治
町
大
字
西
條
字
笠
見
立
三
四

番
地
の
一

株
式
会
社
富
士
電
装

代
表
清
算
人

山
下

寛
高

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
三
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
付
で
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

名
古
屋
市
中
村
区
名
駅
三
丁
目
一
六
番
一
〇
号

一
榮
ビ
ル
一
Ｆ

株
式
会
社
Ｅ
Ｄ
Ｇ
Ｅ

代
表
清
算
人

菱
田

正
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
六
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

愛
知
県
江
南
市
布
袋
下
山
町
北
五
三
番
地
五

Ｂ
ｅ
ａ
ｕ
ｔ
合
同
会
社

清
算
人

満
德
麻
奈
美

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
社
員
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

三
重
県
鈴
鹿
市
郡
山
町
六
六
三
番
地
二
二
二

一
般
社
団
法
人
鈴
鹿
大
学
ス
ポ
ー
ツ
ア
カ
デ
ミ
ー

代
表
清
算
人

竹
田

昌
平

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
社
員
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

滋
賀
県
長
浜
市
元
浜
町
七
番
五
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
北
び
わ
湖
イ
ン
バ
ウ
ン

ド
協
会

清
算
人

川
﨑

隆
弘

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

大
阪
府
堺
市
中
区
福
田
一
一
八
三
番
地
一

一
般
社
団
法
人
み
ん
な
の
福
祉
研
究
所

代
表
清
算
人

藤
原

章
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

大
阪
府
岸
和
田
市
土
生
町
四

三

二

七
〇
一

有
限
会
社
ア
リ
モ
テ
ッ
ク

清
算
人

有
本

享
三

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
総
社
員
の

同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

兵
庫
県
神
戸
市
東
灘
区
魚
崎
南
町
二
丁
目
三

二

二
〇
四

合
同
会
社
Ａ
ｋ
ａ
ｌ
ａ

代
表
清
算
人

武
村

亮

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

鳥
取
県
米
子
市
三
旗
町
六
番
一
号

有
限
会
社
ド
ラ
ツ
グ
・
サ
ン
ラ
イ
フ

清
算
人

河
津

美
里

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

岡
山
県
倉
敷
市
向
山
二
一
三
二
番
地
三
〇

愛
武
合
同
会
社

清
算
人

陳

懐
景

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
十
二
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

広
島
県
福
山
市
瀬
戸
町
地
頭
分
一
三
四
三

二

株
式
会
社
製
缶
工
業

代
表
清
算
人

矢
野
や
よ
い

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

徳
島
県
徳
島
市
北
田
宮
三
丁
目
一
一

三
九

北
摂
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
株
式
会
社

代
表
清
算
人

森

智
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

香
川
県
木
田
郡
三
木
町
大
字
下
高
岡
二
二
八
二
番

地
四

有
限
会
社
第
一
無
線
サ
ー
ビ
ス

清
算
人

丸
山

博





第 26 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都港区赤坂一丁目12番32号アーク森ビル12Ｆ
ソフォス株式会社

代表取締役 足立 達矢
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,398,617 流 動 負 債 14,080,414
固 定 資 産 35,151 株 主 資 本 4,732,911
その他の資産 3,707,558 資 本 金 71,550

資 本 剰 余 金 3,601,135
資 本 準 備 金 71,550
その他資本剰余金 3,529,585
利 益 剰 余 金 1,060,227
その他利益剰余金 1,060,227
(うち当期純利益) (185,330)

資 産 合 計 6,141,326 負債・純資産合計 6,141,326

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

愛
媛
県
大
洲
市
若
宮
六
七
九
番
地
五

有
限
会
社
マ
ル
ヤ
マ

清
算
人

丸
山

茂
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

福
岡
市
中
央
区
薬
院
三
丁
目
一
二
番
二
二

一
〇

〇
一
号

合
同
会
社
Ｈ
Ｒ
Ｋ

清
算
人

永
利

裕
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

福
岡
県
久
留
米
市
六
ツ
門
町
二
一
番
地
二

合
同
会
社
華
章

清
算
人

奥
田

章
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

大
分
県
佐
伯
市
大
字
鶴
望
二
九
六
一
番
地
の
一

松
岡
建
築
有
限
会
社

清
算
人

松
岡

一
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

鹿
児
島
県
出
水
市
武
本
四
五
六
五
番
地
二

有
限
会
社
札
元
鉄
工

清
算
人

札
元

和
男

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

沖
縄
県
浦
添
市
字
経
塚
六
六
七
番
地

有
限
会
社
ヘ
ル
パ
ー
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
わ
か
さ

清
算
人

平
良

博
利

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
六
日
開
催
の
第
五
十

二
回
定
期
大
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
組
合

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

栃
木
県
下
野
市
下
古
山
二
二
三
七
番
地
一

第
一
電
子
工
業
労
働
組
合

清
算
人

松
本

靖
弘

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
十
六
日
、
診
療
所
の
す
べ

て
を
廃
止
し
た
こ
と
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、

当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か

ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申

し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

横
浜
市
都
筑
区
牛
久
保
一
丁
目
二
番
九
号
メ
デ
ィ

コ
ー
ポ
都
筑
一
〇
二

医
療
法
人
社
団
日
々
希
会

清
算
人

板
橋

隆
嗣

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
並
び
に
岐
阜
県
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和
八

年
七
月
二
十
七
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、

当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、本
公
告
第
一
回
掲
載（
令

和
八
年
八
月
二
十
五
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

岐
阜
市
芥
見
五
丁
目
二
〇
〇
番
地

医
療
法
人
社
団
麗
峰
会

清
算
人

丹
羽

利

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
六
日
を
も
っ
て
解
散

い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
二
十
六
日
）
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に

お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

愛
知
県
江
南
市
古
知
野
町
塔
塚
一
三
二
番
地光

圓
寺

清
算
人

船
戸

昭
善

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
土
地
改
良
区
は
、
令
和
八
年
七
月
十
四
日
兵
庫
県
知

事
の
認
可
に
よ
り
解
散
し
ま
し
た
の
で
、
当
土
地
改
良
区

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八

年
八
月
二
十
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は

清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

兵
庫
県
揖
保
郡
太
子
町
岩
見
構
三
七
三
番
地

岩
見
の
里
土
地
改
良
区

代
表
清
算
人

下
村

正
文

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
三
日
、
福
島
地
方
裁

判
所
会
津
若
松
支
部
の
命
令
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当

法
人
に
債
権
を
有
す
る
者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令

和
八
年
八
月
二
十
五
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は

清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

福
島
県
耶
麻
郡
猪
苗
代
町
字
新
町
四
九
三
九
番
地

宗
教
法
人
扶
桑
教
竹
駒
稲
荷
教
會

清
算
人

弁
護
士

田
代

圭

連
絡
先

福
島
県
会
津
若
松
市
追
手
町
三
番
一
六

号
一
之
丁
ビ
ル

会
津
鶴
城
法
律
事
務
所

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
二
日
前
橋
地
方
裁
判
所
の

命
令
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載（
令
和
八
年
八
月
二
十
五
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

群
馬
県
伊
勢
崎
市
錦
町
三
一
番
地
の
一

宗
教
法
人
正
法
教
会

清
算
人

並
木

駿
介

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
福
岡
地
方
裁
判
所

飯
塚
支
部
の
解
散
命
令
の
確
定
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一

回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
十
九
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

福
岡
県
嘉
麻
市
漆
生
七
六
四
番
地宗

教
法
人
地
藏
院

清
算
人

弁
護
士

枡
田

晃
久

連
絡
先

福
岡
県
飯
塚
市
立
岩
一
四
三
一

一

枡
田
法
律
事
務
所

第
二
十
一
期
決
算
公
告

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

貸
借
対
照
表
の
要
旨

資
産
の
部

（
単
位
・
円
）

資
産
の
部
計

九
、
二
三
四
、
五
三
二

負
債
及
び
正
味
財
産
の
部

（
単
位
・
円
）

負
債
の
部
計

二
、
三
五
〇
、
五
二
六

正
味
財
産
の
部
計

六
、
八
八
四
、
〇
〇
六

負
債
及
び
正
味
財
産
の
部
計

九
、
二
三
四
、
五
三
二

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
北
区
王
子
二

三
〇

四

三
〇
一

特
定
非
営
利
活
動
法
人
厚
銀
舎

代
表
理
事

黒
宮

利
雄





第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
さいたま市大宮区桜木町一丁目１番地４

ハウスコム埼玉株式会社
代表取締役 板坂 亘洋

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 648,228
固 定 資 産 164,894
合 計 813,123

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 709,828
株 主 資 本 103,295
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 31,683
資 本 準 備 金 31,683
利 益 剰 余 金 51,611
その他利益剰余金 51,611
(うち当期純利益) (6,940)
合 計 813,123

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
千葉市中央区富士見一丁目２番11号

ハウスコム千葉株式会社
代表取締役 岸 善吉

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 440,640
固 定 資 産 128,207
合 計 568,847

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 489,715
株 主 資 本 79,132
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 27,816
資 本 準 備 金 27,816
利 益 剰 余 金 31,315
その他利益剰余金 31,315
(うち当期純利益) (4,773)
合 計 568,847

第 36 期 決 算 公 告
令和８年６月 30 日
東京都千代田区神田駿河台四丁目２番地

株式会社ＴＣＳ
代表取締役社長 野嶋 正道

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,673,390
固 定 資 産 2,569,630
合 計 6,243,021

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,544,926
固 定 負 債 152,730
株 主 資 本 4,545,364
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 4,445,364
利 益 準 備 金 12,906
その他利益剰余金 4,432,457
(うち当期純利益) (266,136)
合 計 6,243,021

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都港区港南二丁目16番１号
ハウスコムコミュニケーションズ株式会社

代表取締役 阿部 佑介
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 499,788
固 定 資 産 19,623
合 計 519,412

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 495,547
株 主 資 本 23,865
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 2,535
資 本 準 備 金 2,535
利 益 剰 余 金 1,329
その他利益剰余金 1,329
(うち当期純損失) (25,605)
合 計 519,412

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都港区港南二丁目16番１号
ハウスコムテクノロジーズ株式会社

代表取締役 髙橋 浩二
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 1,184,331
固 定 資 産 170
合 計 1,184,502

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 841,852
固 定 負 債 831
株 主 資 本 341,817
資 本 金 45,000
利 益 剰 余 金 296,817
その他利益剰余金 296,817
(うち当期純損失) (32,223)
合 計 1,184,502

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都立川市曙町二丁目13番１号
ハウスコム西東京株式会社

代表取締役 篠崎 勇二
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 381,221
固 定 資 産 210,194
合 計 591,415

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 483,428
株 主 資 本 107,986
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 32,405
資 本 準 備 金 32,405
利 益 剰 余 金 55,581
その他利益剰余金 55,581
(うち当期純利益) (25,501)
合 計 591,415

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
東京都豊島区西池袋一丁目19番６号

ハウスコム東東京株式会社
代表取締役 多賀谷正弘

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 300,229
固 定 資 産 148,682
合 計 448,911

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 386,599
株 主 資 本 62,312
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 31,736
資 本 準 備 金 31,736
利 益 剰 余 金 10,575
その他利益剰余金 10,575
(うち当期純利益) (6,466)
合 計 448,911

第 23 期 決 算 公 告
令和８年６月 30 日

東京都北区浮間一丁目２番27号
株式会社Ｄｐｒｏｃｅｓｓ
代表取締役社長 西畑 善博
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 911
固 定 資 産 1,205
合 計 2,117

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 443
固 定 負 債 643
株 主 資 本 1,030
資 本 金 70
利 益 剰 余 金 960
その他利益剰余金 960
(うち当期純利益) (46)
合 計 2,117

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
神奈川県藤沢市湘南台一丁目２番地５

ハウスコム西神奈川株式会社
代表取締役 小栗 隆夫

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 411,748
固 定 資 産 125,830
合 計 537,579

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 454,014
株 主 資 本 83,565
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 36,080
資 本 準 備 金 36,080
利 益 剰 余 金 27,485
その他利益剰余金 27,485
(うち当期純利益) (6,218)
合 計 537,579

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

横浜市西区南幸二丁目20番２号
ハウスコム東神奈川株式会社

代表取締役 清野 正人
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 482,226
固 定 資 産 148,077
合 計 630,304

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 542,397
株 主 資 本 87,906
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 22,272
資 本 準 備 金 22,272
利 益 剰 余 金 45,634
その他利益剰余金 45,634
(うち当期純利益) (6,807)
合 計 630,304

第 10 期 決 算 公 告
令和８年６月 30 日
山梨県中巨摩郡昭和町紙漉阿原1360番地

株式会社コイケ
代表取締役社長 西畑 善博

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,415
固 定 資 産 11,621
合 計 16,036

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,657
固 定 負 債 5,027
株 主 資 本 6,347
資 本 金 310
資 本 剰 余 金 11,690
利 益 剰 余 金 5,652
その他利益剰余金 5,652
(うち当期純損失) (9,268)

評価・換算差額等 4
合 計 16,036

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

静岡市駿河区南町10番５号
ハウスコム静岡株式会社
代表取締役 福原健太朗

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 354,691
固 定 資 産 107,576
合 計 462,268

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 401,087
株 主 資 本 61,180
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 25,494
資 本 準 備 金 25,494
利 益 剰 余 金 15,685
その他利益剰余金 15,685
(うち当期純損失) (7,334)
合 計 462,268

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
名古屋市西区花の木三丁目15番11号

ハウスコム東海株式会社
代表取締役 川﨑 正範

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 559,836
固 定 資 産 226,342
合 計 786,179

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 693,896
株 主 資 本 92,282
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 56,293
資 本 準 備 金 56,293
利 益 剰 余 金 15,989
その他利益剰余金 15,989
(うち当期純損失) (4,840)
合 計 786,179

第 23 期決算公告 令和８年８月27日
三重県亀山市白木町字砂子249番５

トランスシティロジワークス三重株式会社
代表取締役 森 紳輔

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 125,289
固 定 資 産 31,438
資 産 合 計 156,728

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 29,725
負 債 合 計 29,725
株 主 資 本 127,002
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 107,002
その他利益剰余金 107,002
(うち当期純利益) (2,436)
純資産合計 127,002
負債・純資産合計 156,728

第 48 期決算公告 令和８年６月26日
大阪市西区江戸堀１丁目26番20号

株式会社阪神ｅテック
代表取締役 広瀬 鉄夫

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 158,189
固 定 資 産 18,535
合 計 176,725

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,495
(うち賞与引当金) (3,906)
固 定 負 債 12,472
退職給付引当金 12,472
株 主 資 本 149,757
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 139,757
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 137,257
(うち当期純利益) (15,796)
合 計 176,725

第５期決算公告 令和８年８月27日
大阪市中央区平野町二丁目１番２号
沢の鶴ビル

株式会社ＡＩＢＡＳ
代表取締役 村 隆

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 134,521
固 定 資 産 32,429
資 産 合 計 166,950

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 44,592
固 定 負 債 51,683
負 債 合 計 96,275
株 主 資 本 70,675
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 60,675
その他利益剰余金 60,675
(うち当期純利益) (2,068)
純資産合計 70,675
負債・純資産合計 166,950

第 30 期決算公告 令和８年８月27日
大阪市淀川区西中島五丁目14番10号

大阪ハウスコム株式会社
代表取締役 山城 昌彦

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 261,697
固 定 資 産 252,504
合 計 514,201

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 217,210
固 定 負 債 37,494
株 主 資 本 259,495
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 38,000
資 本 準 備 金 38,000
利 益 剰 余 金 171,495
利 益 準 備 金 1,000
その他利益剰余金 170,495
(うち当期純損失) (5,815)
合 計 514,201

第 35 期決算公告 令和８年８月26日
兵庫県尼崎市長洲東通一丁目２番40号

近畿電気システム株式会社
代表取締役社長 神本 広文

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 844,518
固 定 資 産 500,059
合 計 1,344,577

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 428,126
固 定 負 債 11,634
株 主 資 本 904,816
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 897,816
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 885,316
(うち当期純利益) (62,904)
自 己 株 式  13,000
合 計 1,344,577

第63期決算公告
令和８年８月 27 日
香川県高松市今里町一丁目３番地７

オール印刷株式会社
代表取締役 清水 具代

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 185,743
固 定 資 産 140,437
合 計 326,181

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,523
固 定 負 債 3,431
株 主 資 本 315,225
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 285,225
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 277,725
(うち当期純利益) (14,485)
合 計 326,181

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年６月８日
高知県南国市蛍が丘１丁目１番地２
南国オフィスパークセンター別棟206号

双日土佐農人株式会社
代表取締役 小林福太郎

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 43,300
固 定 資 産 42,640
資 産 合 計 85,970

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 37,093
固 定 負 債 80,720
株 主 資 本 31,843
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 41,843
その他利益剰余金 41,843
(うち当期純損失) (23,994)

負債・純資産合計 85,970

第２期決算公告 2026年６月29日
福岡市博多区吉塚本町13番27号
株式会社ＪＲ九州の仲介
代表取締役社長 吉満啓一郎

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 26,484
固 定 資 産 1,495
資 産 合 計 27,979

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,907
固 定 負 債 59
負 債 合 計 14,966
株 主 資 本 13,012
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 3,012
その他利益剰余金 3,012
(うち当期純利益) (1,204)
純資産合計 13,012
負債・純資産合計 27,979

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 73 期決算公告 令和８年７月27日
福岡県福岡市博多区大博町６番16号

相 互 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 八尋 由紀

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在)(単位：百万円)

科 目 金 額
資

産

の

部

流 動 資 産 1,706
固 定 資 産 1,651
繰 延 資 産 2
資 産 合 計 3,359

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 528
固 定 負 債 579
株 主 資 本 2,252
資 本 金 30
利 益 剰 余 金 2,222
利 益 準 備 金 8
その他利益剰余金 2,214
(うち当期純利益) (56)

負債・純資産合計 3,359

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年６月 26 日

鹿児島市西千石町11番25号
株式会社セゾンビジネスサポート

代表取締役 矢内 隆介
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 52,022
固 定 資 産 4,097
合 計 56,119

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 15,932
(うち賞与引当金) (981)
株 主 資 本 40,186
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 30,000
資 本 準 備 金 30,000
利 益 剰 余 金 19,813
その他利益剰余金 19,813
(うち当期純利益) (10,369)
合 計 56,119

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

沖縄県那覇市安謝二丁目３番３号
琉球ハウスコム株式会社
代表清算人 吉川 浩平

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 24,864
固 定 資 産 17,733
合 計 42,597

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 20,542
株 主 資 本 22,054
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 2,567
資 本 準 備 金 2,567
利 益 剰 余 金 512
その他利益剰余金 512
(うち当期純利益) (1,709)
合 計 42,597

第 38 期 決 算 公 告
令和８年６月 15 日

岩手県釜石市港町二丁目１番１号
釜石グレーンセンター株式会社

代表取締役社長 德永 朋彦
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 637,029
固 定 資 産 536,647
資 産 合 計 1,173,677

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 107,748
固 定 負 債 139,733
株 主 資 本 926,195
資 本 金 400,000
利 益 剰 余 金 526,195
利 益 準 備 金 90,873
その他利益剰余金 435,321
(うち当期純利益) (88,694)

負債・純資産合計 1,173,677

第 24 期 決 算 公 告
令和８年８月 26 日
東京都千代田区大手町二丁目１番１号
株式会社毎日コムネットレジデンシャル

代表取締役 山下 敬司
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 1,695,792
固 定 資 産 20,388
合 計 1,716,180

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 72,781
賞 与 引 当 金 9,830
株 主 資 本 1,643,398
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 1,543,398
利 益 準 備 金 25,000
その他利益剰余金 1,518,398
(うち当期純利益) (197,404)
合 計 1,716,180

第 12 期 決 算 公 告
令和８年８月 26 日
東京都千代田区大手町二丁目１番１号
株式会社毎日コムネットグリーン電力

代表取締役 西 孝行
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 349,317
固 定 資 産 1,433,621
合 計 1,782,938

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 257,806
固 定 負 債 695,556
株 主 資 本 829,575
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 729,575
その他利益剰余金 729,575
(うち当期純利益) (70,893)
合 計 1,782,938

第 16 期決算公告 令和８年７月24日
東京都千代田区鍛冶町２２２
株式会社ワークス・ジャパン

代表取締役 清水信一郎
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,710,751
固 定 資 産 889,855
資 産 合 計 2,600,606

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 599,943
(賞与引当金) (77,000)
固 定 負 債 
株 主 資 本 2,000,663
資 本 金 112,500
資 本 剰 余 金 62,500
資 本 準 備 金 62,500
利 益 剰 余 金 1,825,663
その他利益剰余金 1,825,663
(うち当期純利益) (143,183)

負債・純資産合計 2,600,606

第 14 期決算公告 2026年８月27日
東京都港区芝五丁目29番19号
在住ビジネス株式会社
代表取締役 馬込 恭多

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,461
固 定 資 産 75
合 計 1,536

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 568
固 定 負 債 
株 主 資 本 968
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 
(資本準備金) ()
利 益 剰 余 金 918
(利益準備金) (12)
(その他利益剰余金) (905)
合 計 1,536

 当期純利益は242百万円です。

第 36 期決算公告 令和８年８月27日
東京都港区虎ノ門２丁目１番１号
商船三井ビル

摂津マリン株式会社
代表取締役 梯 浩之

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 92,443
資 産 合 計 92,443

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 215
負 債 合 計 215
株 主 資 本 92,228
資 本 金 85,000
利 益 剰 余 金 7,228
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 2,228
(うち当期純利益) (3)
純資産合計 92,228
負債・純資産合計 92,443

第 24 期 決 算 公 告
令和８年５月 15 日
東京都千代田区永田町一丁目11番28号

株式会社日本情報調査
代表取締役 平石 典久

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 661,195
固 定 資 産 57,717
資 産 合 計 718,913

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,268
株 主 資 本 705,644
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 695,644
その他利益剰余金 695,644
(うち当期純利益) (86,575)

負債・純資産合計 718,913

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都港区浜松町二丁目４番１号
さくらオーシャン株式会社

代表取締役 中部 隆
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 2,367
資 産 合 計 2,367

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11,429
株 主 資 本 9,062
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 12,062
その他利益剰余金 12,062
(うち当期純損失) (11,430)

負債・純資産合計 2,367

第 37 期決算公告 令和８年６月１日
東京都墨田区江東橋１丁目４番７号

株式会社エム・ディ・インスツルメンツ
代表取締役 山中 通三

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,265
固 定 資 産 194
資 産 合 計 1,459

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 452
固 定 負 債 79
株 主 資 本 928
資 本 金 20
利 益 剰 余 金 908
利 益 準 備 金 5
その他利益剰余金 903
(うち当期純利益) (12)

負債・純資産合計 1,459

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



第５期決算公告 令和８年８月27日
東京都港区三田一丁目４番１号

株式会社GameWith Contents Studio
代表取締役 矢崎 高広

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 132,959
固 定 資 産 7,716
合 計 140,675

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 97,573
賞 与 引 当 金 20,244
そ の 他 77,329
株 主 資 本 43,101
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 10,000
資 本 準 備 金 10,000
利 益 剰 余 金 23,101
その他利益剰余金 23,101
(うち当期純利益) (1,138)
合 計 140,675

第５期決算公告 令和８年８月27日
東京都港区三田一丁目４番１号

株式会社ＧａｍｅＷｉｔｈ ＮＦＴ
代表取締役 奥田 大介

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 57,220
固 定 資 産 179,523
合 計 236,744

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 196,527
株 主 資 本 40,216
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 30,000
資 本 準 備 金 30,000
利 益 剰 余 金 19,783
その他利益剰余金 19,783
(うち当期純利益) (2,275)
合 計 236,744

第７期決算公告 令和８年８月27日
東京都港区三田一丁目４番１号

株式会社アットウィキ
代表取締役 冬野 和政

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 246,143
固 定 資 産 640
合 計 246,783

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,187
賞 与 引 当 金 711
そ の 他 9,476
株 主 資 本 236,596
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 100,000
資 本 準 備 金 100,000
利 益 剰 余 金 36,596
その他利益剰余金 36,596
(うち当期純利益) (20,616)
合 計 246,783

第 11 期決算公告 令和８年８月27日
東京都港区三田一丁目４番１号

株式会社ＤｅｔｏｎａｔｉｏＮ
代表取締役 今泉 卓也

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 305,027
固 定 資 産 12,922
合 計 317,949

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 222,240
賞 与 引 当 金 1,449
固 定 負 債 460,800
株 主 資 本 365,090
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 2,700
資 本 準 備 金 2,700
利 益 剰 余 金 377,790
その他利益剰余金 377,790
(うち当期純損失) (2,185)
合 計 317,949

第 29 期決算公告 令和８年６月19日
東京都中央区八重洲２丁目２１
株式会社テイク・グッド・ケア

代表取締役 齊藤 孝一
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 53,075,763
固 定 資 産 17,174,292
有形固定資産 630,292
無形固定資産 16,544,000
資 産 合 計 70,250,055

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 31,067,767
株 主 資 本 39,182,288
資 本 金 75,084,000
利 益 剰 余 金 35,901,712
利 益 準 備 金 132,600
その他利益剰余金 36,034,312
(うち当期純損失) (1,678,542)

負債・純資産合計 70,250,055

第８期決算公告 令和８年８月27日
東京都千代田区富士見１６１
富士見ビル７階
株式会社
KADOKAWA Global Marketing

代表取締役社長 張 金
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 221,713
固 定 資 産 19,616
合 計 241,329

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 58,515
固 定 負 債 2,286
株 主 資 本 180,528
資 本 金 75,000
資 本 剰 余 金 75,000
利 益 剰 余 金 30,528
その他利益剰余金 30,528
(うち当期純利益) (51,126)
合 計 241,329

第９期決算公告 2026年８月27日
東京都港区高輪三丁目22番９号
ＴＨオートリース株式会社

代表取締役 杉山 彰子
貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 184
固 定 資 産 7
合 計 192

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 29
固 定 負 債 5
株 主 資 本 158
資 本 金 30
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 128
(利益準備金) (7)
(その他利益剰余金) (120)
合 計 192

 当期純利益は26百万円です。

第 57 期決算公告 2026年８月27日
東京都港区三田三丁目３番８号

タマリビング株式会社
代表取締役 杉本 真人

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,424
固 定 資 産 157
合 計 3,581

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,135
固 定 負 債 
株 主 資 本 2,444
資 本 金 15
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 2,429
(利益準備金) (5)
(その他利益剰余金) (2,424)

評価・換算差額等 0
合 計 3,581

 当期純利益は214百万円です。

第 21 期決算公告 2026年８月27日
東京都港区高輪三丁目19番26号
タマファイナンス株式会社
代表取締役社長 安達 正治

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 975
固 定 資 産 7
合 計 982

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 602
固 定 負 債 
株 主 資 本 380
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 40
(資本準備金) (40)
利 益 剰 余 金 290
(その他利益剰余金) (290)
合 計 982

 当期純損失は0百万円です。

第 24 期決算公告 2026年８月27日
東京都港区高輪三丁目19番26号

タマ・アド株式会社
代表取締役 八谷 信彦

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,394
固 定 資 産 42
合 計 2,436

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 596
固 定 負 債 
株 主 資 本 1,840
資 本 金 80
資 本 剰 余 金 59
(資本準備金) (59)
利 益 剰 余 金 1,701
(利益準備金) (5)
(その他利益剰余金) (1,696)
合 計 2,436

 当期純利益は147百万円です。

第 26 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都港区南青山三丁目１番31号
株式会社ＥＲＩソリューション

代表取締役 山田 富治
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 508,439
固 定 資 産 111,423
資 産 合 計 619,862

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 230,221
固 定 負 債 7,006
株 主 資 本 382,634
資 本 金 80,000
利 益 剰 余 金 302,634
利 益 準 備 金 20,000
その他利益剰余金 282,634
(うち当期純利益) (156,272)

負債・純資産合計 619,862

第 17 期決算公告 令和８年８月20日
東京都中央区銀座一丁目７番３号

株式会社フードコスメ
代表取締役 飯田 悠起

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 454,000
固 定 資 産 16,104
資 産 合 計 470,104

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 386,220
固 定 負 債 464,676
株 主 資 本 380,792
資 本 金 45,000
資 本 剰 余 金 15,000
資 本 準 備 金 15,000
利 益 剰 余 金 440,792
その他利益剰余金 440,792
(うち当期純損失) (25,414)

負債・純資産合計 470,104

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 51 期決算公告 2026年８月６日
東京都千代田区九段南三丁目７番７号

防 災 工 業 株 式 会 社
代表取締役社長 村上 孝則

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 144
固 定 資 産 179
合 計 323

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 46
固 定 負 債 0
株 主 資 本 277
資 本 金 10
利 益 剰 余 金 267
利 益 準 備 金 3
別 途 積 立 金 40
その他利益剰余金 224
(うち当期純利益) (12)
合 計 323

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、資
本
金
の
額
を
二
千
二
百
万
円
減
少
し
、

三
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

埼
玉
県
久
喜
市
河
原
井
町
三
〇
番
地

安
田
興
産
株
式
会
社

代
表
取
締
役

岡
山

将
彦

第 48 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

埼玉県久喜市河原井町30番地
安田興産株式会社

代表取締役 岡山 将彦
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 403,151
固 定 資 産 969,700
資 産 合 計 1,372,851

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 430,473
固 定 負 債 507,887
株 主 資 本 434,491
資 本 金 52,000
利 益 剰 余 金 412,491
その他利益剰余金 412,491
(うち当期純利益) (113,700)
自 己 株 式 30,000
負債・純資産合計 1,372,851

第 41 期決算公告 令和８年６月29日
東京都中央区日本橋兜町15番６号

株式会社アルファー・
コミュニケーションズ
代表取締役 上見 弥

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 184,358
固 定 資 産 249,559
合 計 433,917

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 97,363
賞 与 引 当 金 21,370
固 定 負 債 7,600
株 主 資 本 328,954
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 298,954
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 291,454
(うち当期純利益) (8,683)
合 計 433,917

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
金
一
万
五
千
円
減
少
す

る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
九
月
二
十
八
日
で
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
港
区
赤
坂
四
丁
目
八
番
一
九
号

株
式
会
社
オ
ー
ガ
ナ
イ
ザ
ー

代
表
取
締
役

加
賀

正
樹

最 終 貸 借 対 照 表
令和８年８月 27 日

東京都港区赤坂四丁目８番19号
株式会社オーガナイザー
代表取締役 加賀 正樹

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 87,862
固 定 資 産 763,200
合 計 851,062

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 41,755
固 定 負 債 796,190
株 主 資 本 13,116
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 10,116
その他利益剰余金 10,116
(うち当期純利益) (3,463)
合 計 851,062

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
東京都新宿区西新宿六丁目18番１号

株式会社助太刀キャリア
代表取締役 我妻 陽一

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 40,747
固 定 資 産 696
合 計 41,443

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,119
固 定 負 債 
株 主 資 本 37,323
資 本 金 8,800
利 益 剰 余 金 28,523
その他利益剰余金 28,523
(うち当期純利益) (5,608)
合 計 41,443

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
九
日
を
効
力
発
生
日

と
す
る
株
式
会
社
濃
尾
プ
ロ
パ
テ
ィ
ー
と
の
株
式
交

換
に
よ
り
資
本
準
備
金
の
額
が
増
加
す
る
こ
と
を
条

件
と
し
て
、
そ
の
増
加
額
全
額
を
減
少
す
る
こ
と
に

い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

岐
阜
市
宇
佐
南
二
丁
目
三
番
八
号

濃
尾
産
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

中
島

清
逸

第 86 期決算公告 令和８年８月27日
岐阜市宇佐南二丁目３番８号
濃尾産業株式会社
代表取締役 中島 清逸

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 754,061
固 定 資 産 2,294,303
合 計 3,048,364

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 18,035
固 定 負 債 694,933
(退職給付引当金) (154,046)
(修繕引当金) (100,000)
株 主 資 本 2,335,396
資 本 金 12,000
利 益 剰 余 金 2,323,396
利 益 準 備 金 7,000
その他利益剰余金 2,316,396
(うち当期純利益) (1,377,255)
合 計 3,048,364

第 95 期決算公告 令和８年８月27日
神戸市中央区港島南町３丁目２番12号

鈴木薄荷株式会社
代表取締役 髙畑 新一

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,013,509
固 定 資 産 2,422,844
合 計 4,436,353

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 486,971
固 定 負 債 1,635,015
退職給付引当金 32,334
役員退職慰労引当金 19,382
株 主 資 本 2,314,367
資 本 金 11,000
利 益 剰 余 金 2,303,367
利 益 準 備 金 2,750
その他利益剰余金 2,300,617
(うち当期純利益) (252,755)
合 計 4,436,353

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
を
効
力
発
生
日
と

す
る
株
式
会
社
濃
尾
プ
ロ
パ
テ
ィ
ー
、
株
式
会
社
濃

尾
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
及
び
濃
尾
機
電
株
式
会
社
と

の
株
式
交
換
に
よ
り
資
本
準
備
金
の
額
が
増
加
す
る

こ
と
を
条
件
と
し
て
、
そ
の
増
加
額
全
額
を
減
少
す

る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

岐
阜
市
宇
佐
南
二
丁
目
三
番
八
号

濃
尾
電
機
株
式
会
社

代
表
取
締
役

中
島

浩
貴

第 56 期決算公告 令和８年８月27日
岐阜市宇佐南二丁目３番８号
濃尾電機株式会社
代表取締役 中島 浩貴

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,535,566
固 定 資 産 251,729
合 計 3,787,295

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,473,818
(賞与引当金) (121,300)
固 定 負 債 554,000
(退職給付引当金) (554,000)
株 主 資 本 759,477
資 本 金 45,000
利 益 剰 余 金 714,477
利 益 準 備 金 13,500
その他利益剰余金 700,977
(うち当期純利益) (328,124)
合 計 3,787,295

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
百
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

名
古
屋
市
西
区
名
駅
二
丁
目
四
番
三
号

株
式
会
社
陽
光
国
際
商
会

代
表
取
締
役

馬

潤
波

第 16 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

名古屋市西区名駅二丁目４番３号
株式会社陽光国際商会
代表取締役 馬 潤波

貸借対照表の要旨
(令和７年10月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 11,967
固 定 資 産 4,007
合 計 15,974

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,287
固 定 負 債 8,530
株 主 資 本 6,157
資 本 金 12,000
利 益 剰 余 金 5,842
その他利益剰余金 5,842
(うち当期純損失) (548)
合 計 15,974

第 15 期決算公告 2026年８月27日
福岡県大牟田市健老町461番地

株式会社九州新エネルギー機構
代表取締役 西堀 祐介

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 675
固 定 資 産 1,179
合 計 1,854

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 32
株 主 資 本 1,821
資 本 金 400
資 本 剰 余 金 300
(資本準備金) (300)
利 益 剰 余 金 1,121
(その他利益剰余金) (1,121)
合 計 1,854

 当期純利益は163百万円です。

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
甲
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の

と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

京
都
市
中
京
区
西
ノ
京
馬
代
町
二
番
地
の
四

（
甲
）
栗
栖
株
式
会
社

代
表
取
締
役

栗
栖

正
博

京
都
市
中
京
区
西
ノ
京
馬
代
町
二
番
地
の
四

（
乙
）Ｔ

．
Ｋ
．
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
合

同
会
社

代
表
社
員

株
式
会
社
た
ん
熊
北
店

職
務
執
行
者

栗
栖

正
博

第 45 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
京都市中京区西ノ京馬代町２番地の４

栗栖株式会社
代表取締役 栗栖 正博

貸借対照表の要旨
(令和８年４月30日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 16,986,384
固 定 資 産 13,417,697
合 計 30,404,081

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,811,360
株 主 資 本 27,592,721
資 本 金 23,000,000
利 益 剰 余 金 4,592,721
その他利益剰余金 4,592,721
(うち当期純損失) (736,850)
合 計 30,404,081

第 17 期決算公告 2026年８月27日
福岡県筑後市大字久富1370番地５

タマアグリ株式会社
代表取締役 野田 忠

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 429
固 定 資 産 13
合 計 442

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 439
固 定 負 債 80
株 主 資 本 78
資 本 金 40
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 118
(その他利益剰余金) (118)
合 計 442

 当期純利益は25百万円です。

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
甲
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の

と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

大
阪
府
富
田
林
市
中
野
町
東
二
丁
目
五
番
四

三
号（

甲
）
株
式
会
社
西
日
本
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン

グ
ス

代
表
取
締
役

山
口

貴
裕

大
分
県
佐
伯
市
東
町
一
四
番
一
号

（
乙
）
東
海
産
業
合
同
会
社

代
表
社
員

株
式
会
社
西
日
本
ホ
ー
ル

デ
ィ
ン
グ
ス

職
務
執
行
者

山
口

貴
裕

第 53 期決算公告 令和８年８月27日
大阪府富田林市中野町東二丁目５番43号
株式会社西日本ホールディングス

代表取締役 山口 貴裕
貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)

科 目 金 額(百万円)
資

産

の

部

流 動 資 産 50
固 定 資 産 997
繰 延 資 産 2
合 計 1,049

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 43
固 定 負 債 510
株 主 資 本 496
資 本 金 10
利 益 剰 余 金 486
利 益 準 備 金 1
その他利益剰余金 485
(うち当期純利益) (2)
合 計 1,049

第６期決算公告 令和８年８月27日
沖縄県国頭郡恩納村字谷茶1919番地１
ＥＦ Ｐｏｌｙｍｅｒ株式会社

代表取締役 ガルジャールナラヤンラル
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,950,304,591
固 定 資 産 666,985,887
資 産 合 計 2,617,290,478

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 151,360,377
固 定 負 債 50,000,000
株 主 資 本 2,296,637,434
資 本 金 40,000,000
資 本 剰 余 金 2,871,690,080
資 本 準 備 金 2,871,690,080
利 益 剰 余 金 615,052,646
その他利益剰余金 615,052,646
(うち当期純損失) (615,052,646)

新 株 予 約 権 119,292,667
負債・純資産合計 2,617,290,478

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
十
月
一
日
を
効
力
発
生
日
と

す
る
株
式
会
社
プ
レ
ッ
ソ
（
本
店
大
阪
市
浪
速
区
元

町
一
丁
目
二
番
一
七
号
）
と
の
株
式
交
換（
以
下「
本

株
式
交
換
」
と
い
う
）
に
よ
り
資
本
準
備
金
の
額
が

増
加
す
る
こ
と
を
停
止
条
件
と
し
て
、
資
本
準
備
金

の
額
に
つ
い
て
、
本
株
式
交
換
に
よ
る
増
加
額
を
減

少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

大
阪
市
浪
速
区
元
町
一
丁
目
二
番
一
七
号

株
式
会
社
ダ
イ
セ
イ
ワ
ー
ル
ド

代
表
取
締
役

久
保

靖
宏

第 22 期決算公告 令和８年８月27日
大阪市浪速区元町一丁目２番17号
株式会社ダイセイワールド

代表取締役 久保 靖宏
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 1,757,775
固 定 資 産 137,661
繰 延 資 産 18
合 計 1,895,454

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 720,052
固 定 負 債 83,609
株 主 資 本 1,091,792
資 本 金 10,600
利 益 剰 余 金 1,412,992
利 益 準 備 金 2,650
その他利益剰余金 1,410,342
(うち当期純利益) (192,171)
自 己 株 式 331,800
合 計 1,895,454

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都新宿区荒木町５番地７
一般社団法人
医療・健康データサイエンス推進機構

代表理事 平川 晃弘
貸借対照表の要旨

(令和８年６月30日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 24,243,385
合 計 24,243,385

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 789,433
負 債 合 計 789,433
株 主 資 本 23,453,952
利 益 剰 余 金 23,453,952
純資産合計 23,453,952
合 計 24,243,385

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 296,089
固 定 資 産 31,475
合 計 327,563

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 217,387
固 定 負 債 63,186
株 主 資 本 46,990
資 本 金 25,000
資 本 剰 余 金 25,000
資 本 準 備 金 25,000
利 益 剰 余 金 3,010
その他利益剰余金 3,010
(うち当期純利益) (6,281)
合 計 327,563

第 11 期決算公告 令和８年８月27日
宮城県伊具郡丸森町町西22２

株式会社Ｗａｓｓｈｏｉ Ｌａｂ
代表取締役 齊藤 良太

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
億
六
千
八
百
十
六
万

六
千
六
百
八
十
一
円
減
少
し
一
千
万
円
と
す
る
こ
と

に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
九
月
三
十
日
で
あ
り
、

株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
一
日
に

終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

熊
本
県
熊
本
市
南
区
平
成
二
丁
目
五
番
一
一
号

株
式
会
社
ピ
ッ
コ
マ
熊
本

代
表
取
締
役

神
谷

健

第 19 期決算公告 令和８年８月27日
熊本県熊本市南区平成二丁目５番11号

株式会社ピッコマ熊本
代表取締役 神谷 健

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 143,317,316
固 定 資 産 37,383,872
資 産 合 計 180,701,188

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 39,725,940
(うち賞与引当金) (3,832,875)
固 定 負 債 240,000,000
株 主 資 本 99,024,752
資 本 金 53,166,681
資 本 剰 余 金 50,166,681
資 本 準 備 金 50,166,681
利 益 剰 余 金 202,358,114
その他利益剰余金 202,358,114
(うち当期純利益) (16,566,094)

負債・純資産合計 180,701,188

第８期決算公告 令和８年６月５日
宮城県伊具郡丸森町町西22２

株式会社ＧＭ７
代表取締役 齊藤 良太

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 7,327
固 定 資 産 13,394
合 計 20,721

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 23,377
固 定 負 債 67,587
株 主 資 本 70,242
資 本 金 12,500
資 本 剰 余 金 7,600
資 本 準 備 金 7,600
利 益 剰 余 金 90,342
その他利益剰余金 90,342
(うち当期純損失) (7,773)
合 計 20,721

第 64 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都港区虎ノ門２丁目１番１号商船三井ビル
株式会社商船三井ベイ・リンクス

代表取締役 梯 浩之 損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
販売費及び一般管理
費 23

営 業 損 失 23
営 業 外 収 益 5,602
営 業 外 費 用 3
経 常 利 益 5,575
税引前当期純利益 5,575
法人税、住民税及び
事業税 1

法人税等調整額 
当 期 純 利 益 5,574

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 6,020 流 動 負 債 22
固 定 資 産 4,005 負 債 合 計 22
有形固定資産 1 株 主 資 本 10,013
無形固定資産 0 資 本 金 2,009
投資その他の資産 4,004 資 本 剰 余 金 1,918
繰 延 資 産 10 資 本 準 備 金 1,918

利 益 剰 余 金 6,086
利 益 準 備 金 6
その他利益剰余金 6,080
純資産合計 10,013

資 産 合 計 10,035 負債・純資産合計 10,035

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年６月５日

宮城県富谷市富谷新町111番１
株式会社1038

代表取締役 會津 聡人
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 17,575
固 定 資 産 1,179
合 計 18,755

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,866
固 定 負 債 2,172
株 主 資 本 9,717
資 本 金 7,000
利 益 剰 余 金 2,717
その他利益剰余金 2,717
(うち当期純利益) (1,641)
合 計 18,755

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
七
千
七
百
二
十
万
百
二

十
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

奈
良
県
橿
原
市
四
条
町
八
四
〇

モ
ル
ミ
ル
株
式
会
社

代
表
取
締
役

森

英
一
朗

第４期決算公告 令和８年８月27日
奈良県橿原市四条町840
モルミル株式会社
代表取締役 森 英一朗

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 264,098
固 定 資 産 21,667
繰 延 資 産 60
合 計 285,827

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 9,923
株 主 資 本 275,903
資 本 金 123,065
資 本 剰 余 金 230,049
資 本 準 備 金 230,049
利 益 剰 余 金 77,210
その他利益剰余金 77,210
(うち当期純損失) (77,219)
合 計 285,827

合
併
公
告
及
び
合
併
に
つ
き
株
券
等
提
出
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
確
定
し
た
最
終
事
業
年
度
は
あ
り
ま
せ
ん
。

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

ま
た
、
乙
の
株
券
を
所
有
す
る
方
は
、
株
券
提
出

日
で
あ
る
令
和
八
年
九
月
三
十
日
ま
で
に
乙
に
ご
提

出
下
さ
い
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
港
区
芝
五
丁
目
二
六
番
二
〇
号
建
築

会
館
六
階

（
甲
）
株
式
会
社
ウ
ェ
イ
ブ
ズ

代
表
取
締
役

大
芝

雄
弘

神
奈
川
県
鎌
倉
市
稲
村
ガ
崎
五
丁
目
一
〇
番

二
二
号

（
乙
）
株
式
会
社
ウ
ェ
イ
ブ
ズ

代
表
取
締
役

多
代

圭
悟

第 20 期決算公告 令和８年８月27日
神奈川県鎌倉市稲村ガ崎五丁目10番22号

株式会社ウェイブズ
代表取締役 多代 圭悟

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 456,865
固 定 資 産 740,324
資 産 合 計 1,197,189

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 167,107
固 定 負 債 650,090
株 主 資 本 379,992
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 17,850
利 益 剰 余 金 363,642
その他利益剰余金 363,642
(うち当期純利益) (78,024)
自 己 株 式 51,500
負債・純資産合計 1,197,189

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
営
む
事
業

に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
、
乙
は
そ
れ
を
承
継

さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
確
定
し
た
最
終
事
業
年
度
は
あ
り
ま
せ
ん
。

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

大
分
県
佐
伯
市
米
水
津
大
字
宮
野
浦
二
一
番

地
一

（
甲
）
株
式
会
社
髙
橋
水
産

代
表
取
締
役

髙
橋

治
人

大
分
県
佐
伯
市
米
水
津
大
字
宮
野
浦
二
一
番

地
一

（
乙
）
髙
橋
水
産
株
式
会
社

代
表
取
締
役

髙
橋

治
人

第 46 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
大分県佐伯市米水津大字宮野浦21番地１

髙橋水産株式会社
代表取締役 髙橋 治人

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 88,627
固 定 資 産 106,440
繰 延 資 産 2,299
合 計 197,367

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 266,503
固 定 負 債 262,054
株 主 資 本  331,190
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金  341,190
その他利益剰余金  341,190
(うち当期純損失) (13,118)
合 計 197,367

貸借対照表の要旨(令和７年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 280,552
固 定 資 産 32,636
合 計 313,189

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 214,224
固 定 負 債 58,255
株 主 資 本 40,709
資 本 金 25,000
資 本 剰 余 金 25,000
資 本 準 備 金 25,000
利 益 剰 余 金 9,291
その他利益剰余金 9,291
(うち当期純損失) (18,382)
合 計 313,189

第 10 期決算公告 令和７年６月３日
宮城県伊具郡丸森町町西22２

株式会社Ｗａｓｓｈｏｉ Ｌａｂ
代表取締役 齊藤 良太

新
設
分
割
公
告

当
社
は
、
新
設
分
割
に
よ
り
新
設
す
る
Ｉ
Ｗ
Ａ
Ｋ

Ｉ
株
式
会
社
（
住
所
大
阪
市
阿
倍
野
区
昭
和
町
三
丁

目
七
番
一
号
）
に
対
し
て
当
社
の
不
動
産
事
業
に
関

す
る
権
利
義
務
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
の
で
公
告
し
ま
す
。

当
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
八
月

二
十
八
日
に
予
定
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

大
阪
市
阿
倍
野
区
昭
和
町
三
丁
目
七
番
一
号

岩
木
電
気
工
事
株
式
会
社

代
表
取
締
役

高

京
樹

第 55 期決算公告 令和８年８月27日
大阪市阿倍野区昭和町三丁目７番１号

岩木電気工事株式会社
代表取締役 高 京樹

貸借対照表の要旨(令和７年９月20日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 287,450
固 定 資 産 215,178
合 計 502,628

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 172,893
固 定 負 債 137,573
(うち圧縮引当金) (121,619)
株 主 資 本 192,162
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 182,162
利 益 準 備 金 2,850
その他利益剰余金 179,312
(うち当期純利益) (31,653)
合 計 502,628

第７期決算公告 令和７年６月３日
宮城県伊具郡丸森町町西22２

株式会社ＧＭ７
代表取締役 齊藤 良太

貸借対照表の要旨(令和７年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 16,181
固 定 資 産 13,270
合 計 29,451

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 24,777
固 定 負 債 71,643
株 主 資 本 66,969
資 本 金 8,000
資 本 剰 余 金 7,600
資 本 準 備 金 7,600
利 益 剰 余 金 82,569
その他利益剰余金 82,569
(うち当期純損失) (12,522)
合 計 29,451

第 32 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都港区新橋５丁目４番１号
株式会社総合財形

代表取締役 河野 信昭
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(円)
資
産
の
部
流 動 資 産 220,174,064
固 定 資 産 649,412,301
資 産 合 計 869,586,365

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 15,414,641
固 定 負 債 508,195,858
株 主 資 本 345,975,866
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 335,975,866
利 益 準 備 金 2,500,000
その他利益剰余金 333,475,866
(うち当期純利益) (5,496,394)

負債・純資産合計 869,586,365

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ

り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
九

月
二
十
五
日
に
予
定
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
合
併
に

対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日

か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
最

終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お
り
で
す
。

（
甲
）h
ttp
://b
u
sh -clo

fied
.co
.jp
/

（
乙
）
左
記
の
通
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
渋
谷
区
恵
比
寿
四
丁
目
二
〇
番
三
号

恵
比
寿
ガ
ー
デ
ン
プ
レ
イ
ス
タ
ワ
ー
二
一
階

（
甲
）
株
式
会
社
ブ
ッ
シ
ュ
ク
ロ
フ
ィ
ー
ド

代
表
取
締
役

萩
原

達
弥

東
京
都
港
区
新
橋
五
丁
目
四
番
一
号

（
乙
）
株
式
会
社
総
合
財
形

代
表
取
締
役

河
野

信
昭

第 ４ 期 決 算 公 告
令和７年６月３日

宮城県富谷市富谷新町111番１
株式会社1038

代表取締役 會津 聡人
貸借対照表の要旨

(令和７年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 12,738
固 定 資 産 1,269
合 計 14,007

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,931
株 主 資 本 8,076
資 本 金 7,000
利 益 剰 余 金 1,076
その他利益剰余金 1,076
(うち当期純利益) (404)
合 計 14,007

第 26 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
東京都武蔵野市吉祥寺本町二丁目５番２号
コムロンド吉祥寺702

株式会社ホワイティ
代表取締役 請井 裕也

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 502,787,177
固 定 資 産 146,381,344
資 産 合 計 649,168,521

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 25,547,210
株 主 資 本 623,621,311
資 本 金 30,000,000
利 益 剰 余 金 593,621,311
利 益 準 備 金 7,590,000
その他利益剰余金 586,031,311
(うち当期純利益) (25,184,119)

負債・純資産合計 649,168,521

第 13 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
東京都練馬区関町北四丁目10番17号

株式会社エール
代表取締役 橋本 善信

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,297,031
固 定 資 産 373,227
資 産 合 計 4,670,258

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,808,401
固 定 負 債 21,132,603
株 主 資 本 19,270,746
資 本 金 3,100,000
利 益 剰 余 金 22,370,746
その他利益剰余金 22,370,746
(うち当期純損失) (3,416,585)

負債・純資産合計 4,670,258

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
令
和

八
年
九
月
二
十
八
日
ま
で
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
の
開
示
状
況
は

左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
武
蔵
野
市
吉
祥
寺
本
町
二
丁
目
五
番
二

号
コ
ム
ロ
ン
ド
吉
祥
寺
七
〇
二

（
甲
）
株
式
会
社
ホ
ワ
イ
テ
ィ

代
表
取
締
役

請
井

裕
也

東
京
都
練
馬
区
関
町
北
四
丁
目
一
〇
番
一
七
号

（
乙
）
株
式
会
社
エ
ー
ル

代
表
取
締
役

橋
本

善
信

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
両

社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
七
月
三
十

一
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
合
併
に
対
し
異

議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一

箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
渋
谷
区
円
山
町
二
八
番
一
号

（
甲
）
株
式
会
社
イ
ワ
キ

代
表
取
締
役

田
中

幹

東
京
都
渋
谷
区
円
山
町
二
八
番
一
号

（
乙
）
株
式
会
社
ア
イ
メ
ト
リ
ク
ス
・

ジ
ャ
パ
ン

代
表
取
締
役

髙
橋

第 78 期決算公告 令和８年８月27日
東京都渋谷区円山町28番１号

株式会社イワキ
代表取締役 田中 幹

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 4,273,816
固 定 資 産 1,485,341
繰 延 資 産 24,823
資 産 合 計 5,783,980

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 375,101
固 定 負 債 12,309
株 主 資 本 5,396,570
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 5,346,570
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 5,334,070
(うち当期純利益) (501,206)

負債・純資産合計 5,783,980

第 36 期決算公告 令和８年８月27日
東京都渋谷区円山町28番１号

株式会社アイメトリクス・ジャパン
代表取締役 髙橋

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 615,711
固 定 資 産 77,797
繰 延 資 産 8,894
資 産 合 計 702,402

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 33,640
株 主 資 本 668,762
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 638,762
利 益 準 備 金 22,500
その他利益剰余金 616,262
(うち当期純利益) (29,032)

負債・純資産合計 702,402

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

横
浜
市
西
区
高
島
二
丁
目
三
番
一
九
号

（
甲
）
株
式
会
社
テ
ル
・
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
取
締
役

入
江

博
之

横
浜
市
西
区
高
島
二
丁
目
三
番
一
九
号

（
乙
）
株
式
会
社
ヨ
シ
・
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
取
締
役

入
江

佳
子

第 37 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

横浜市西区高島二丁目３番19号
株式会社テル・コーポレーション

代表取締役 入江 博之
貸借対照表の要旨

(令和７年９月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 192,593
固 定 資 産 92,068
合 計 284,661

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 18,894
株 主 資 本 265,767
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 245,767
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 240,767
(うち当期純利益) (14,473)
合 計 284,661

第 28 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

横浜市西区高島二丁目３番19号
株式会社ヨシ・コーポレーション

代表取締役 入江 佳子
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 6,043
固 定 資 産 43,269
合 計 49,313

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,158
株 主 資 本 47,154
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 27,154
利 益 準 備 金 1,000
その他利益剰余金 26,154
(うち当期純損失) (2,223)
合 計 49,313

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ

り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
七

月
十
五
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
合
併
に
対

し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か

ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
最
終

貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

大
阪
市
中
央
区
北
浜
二
丁
目
二
番
二
二
号

北
浜
中
央
ビ
ル
五
Ｆ

（
甲
）
株
式
会
社
フ
ォ
レ
ス
ト
ケ
ア
サ
ー

ビ
ス

代
表
取
締
役

中
村

暁

大
阪
市
中
央
区
北
浜
二
丁
目
二
番
二
二
号

北
浜
中
央
ビ
ル
五
Ｆ

（
乙
）
株
式
会
社
オ
フ
ィ
ス
・
ケ
ー

代
表
取
締
役

髙
津

佳
史

第 23 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

大阪市中央区北浜二丁目２番22号
北浜中央ビル５Ｆ

株式会社フォレストケアサービス
代表取締役 中村 暁

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 182,626
固 定 資 産 84,812
合 計 267,439

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 42,578
固 定 負 債 65,955
株 主 資 本 158,904
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 128,904
その他利益剰余金 128,904
(うち当期純利益) (21,081)
合 計 267,439

第 37 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

大阪市中央区北浜二丁目２番22号
北浜中央ビル５Ｆ

株式会社オフィス・ケー
代表取締役 髙津 佳史

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 23,657
固 定 資 産 139,111
合 計 162,768

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 534
株 主 資 本 162,234
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 132,234
その他利益剰余金 132,234
(うち当期純利益) (904)
合 計 162,768

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で

あ
り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年

四
月
一
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

徳
島
市
元
町
一
丁
目
五
番
地
一

（
甲
）
株
式
会
社
М
Ａ
Ｎ

Ｎ
Ｅ
Ｎ

代
表
取
締
役

大
岩

久
代

徳
島
市
元
町
一
丁
目
五
番
地
一

（
乙
）
株
式
会
社
駅
前
モ
ー
タ
ー
プ
ー
ル

代
表
取
締
役

福
原

賢
二

第 58 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

徳島市元町一丁目５番地１
株式会社МＡＮ‐ＮＥＮ
代表取締役 大岩 久代

貸借対照表の要旨(令和８年１月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 39,342
固 定 資 産 59,123
合 計 98,466

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 190,327
固 定 負 債 222,454
株 主 資 本 314,314
資 本 金 12,000
利 益 剰 余 金 326,314
その他利益剰余金 326,314
(うち当期純損失) (29,933)
合 計 98,466

第 12 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

徳島市元町一丁目５番地１
株式会社駅前モータープール

代表取締役 福原 賢二
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 20,859
固 定 資 産 99
合 計 20,958

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11,277
株 主 資 本 9,680
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 4,680
その他利益剰余金 4,680
(うち当期純利益) (3,934)
合 計 20,958

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

福
岡
県
久
留
米
市
中
央
町
三
五
番
地
一
八

（
甲
）
株
式
会
社
ス
カ
イ
メ
デ
ィ
カ
ル
ケ
ア

代
表
取
締
役

三
井
所
嘉
彦

福
岡
県
久
留
米
市
中
央
町
三
五
番
地
一
八

（
乙
）
株
式
会
社
ス
カ
イ
メ
デ
ィ
カ
ル
ア
イ

代
表
取
締
役

三
井
所
嘉
彦

第 18 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

福岡県久留米市中央町35番地18
株式会社スカイメディカルケア

代表取締役 三井所嘉彦
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 273,851
固 定 資 産 83,285
合 計 357,136

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 88,359
固 定 負 債 202,982
株 主 資 本 65,795
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 62,795
その他利益剰余金 62,795
(うち当期純利益) (41,747)
合 計 357,136

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

福岡県久留米市中央町35番地18
株式会社スカイメディカルアイ

代表取締役 三井所嘉彦
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 22,738
固 定 資 産 20,228
合 計 42,966

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 273,755
固 定 負 債 28,915
株 主 資 本 259,704
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 262,704
その他利益剰余金 262,704
(うち当期純損失) (20,570)
合 計 42,966

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
港
区
港
南
二

一
六

四
品
川
グ
ラ

ン
ド
セ
ン
ト
ラ
ル
タ
ワ
ー
一
七
階

（
甲
）
株
式
会
社
グ
ッ
ド
テ
ッ
ク

代
表
取
締
役

奥

益

千
葉
県
千
葉
市
美
浜
区
中
瀬
二

六

一

ワ
ー
ル
ド
ビ
ジ
ネ
ス
ガ
ー
デ
ン
マ
リ
ブ
イ
ー

ス
ト
一
八
階

（
乙
）
株
式
会
社
千
葉
ト
ス
メ
ッ
ク

代
表
取
締
役

奥

益

第３期決算公告 令和８年８月27日
東京都港区港南２16４
品川グランドセントラルタワー17階

株式会社グッドテック
代表取締役 奥 益

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 127,718
固 定 資 産 21,141
資 産 合 計 148,859

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 67,192
うち賞与引当金 6,700
固 定 負 債 63,542
うち退職給付引当金 3,542
株 主 資 本 18,125
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 8,125
その他利益剰余金 8,125
(うち当期純利益) (19,207)

負債・純資産合計 148,859

第 31 期決算公告 令和８年８月27日
千葉県千葉市美浜区中瀬２６１ワール
ドビジネスガーデンマリブイースト18階

株式会社千葉トスメック
代表取締役 奥 益

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 65,109
固 定 資 産 21,446
資 産 合 計 86,555

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 24,078
固 定 負 債 49,618
株 主 資 本 12,859
資 本 金 14,000
利 益 剰 余 金 1,141
その他利益剰余金 1,141
(うち当期純損失) (488)

負債・純資産合計 86,555

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
不
動
産
事

業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継

さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

名
古
屋
市
守
山
区
西
城
二
丁
目
二
八
番
一
一
号

（
甲
）
Ｖ
Ｅ
Ｒ
Ａ
リ
ア
ル
エ
ス
テ
ー
ト
株
式

会
社

代
表
取
締
役

早
川
泰
佑
貴

名
古
屋
市
守
山
区
小
幡
南
二
丁
目
二
番
三
四
号

（
乙
）
早
川
建
設
株
式
会
社

代
表
取
締
役

早
川

泰
弘

第１期決算公告 令和８年８月27日
名古屋市守山区西城二丁目28番11号

ＶＥＲＡリアルエステート株式会社
代表取締役 早川泰佑貴

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 5,499
固 定 資 産 5,117
繰 延 資 産 983
合 計 11,600

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,517
固 定 負 債 5,409
株 主 資 本 3,673
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 673
利 益 準 備 金 0
その他利益剰余金 673
(うち当期純利益) (673)
合 計 11,600

第 49 期決算公告 令和８年８月27日
名古屋市守山区小幡南二丁目２番34号

早川建設株式会社
代表取締役 早川 泰弘

貸借対照表の要旨(令和７年８月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 799,481
固 定 資 産 1,109,928
繰 延 資 産 229
合 計 1,909,638

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,182,264
固 定 負 債 500,599
株 主 資 本 226,774
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 196,774
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 189,274
(うち当期純利益) (13,321)
合 計 1,909,638

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り

（
乙
）
左
記
の
と
お
り

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

福
島
県
福
島
市
下
鳥
渡
字
新
町
西
四
番
一

（
甲
）
ト
ラ
ン
ス
パ
ッ
ク
株
式
会
社

代
表
取
締
役

赤
間

健
男

福
島
県
福
島
市
下
鳥
渡
字
新
町
西
四
番
一

二
Ｆ

（
乙
）
ト
ラ
ン
ス
パ
ッ
ク
東
日
本
株
式
会
社

代
表
取
締
役

赤
間

亮
介

第 35 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
福島県福島市下鳥渡字新町西４番１

トランスパック株式会社
代表取締役 赤間 健男

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 216,061,151
固 定 資 産 748,207,050
繰 延 資 産 2,690,000
資 産 合 計 966,958,201

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 484,583,974
固 定 負 債 1,121,162,178
株 主 資 本 638,787,951
資 本 金 50,000,000
利 益 剰 余 金 688,787,951
その他利益剰余金 688,787,951
(うち当期純損失) (125,377,317)

負債・純資産合計 966,958,201

第 35 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日
福島県福島市下鳥渡字新町西４番１２Ｆ

トランスパック東日本株式会社
代表取締役 赤間 亮介

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 15,948,895
固 定 資 産 137,338
資 産 合 計 16,086,233

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,854,883
固 定 負 債 32,786,000
株 主 資 本 23,554,650
資 本 金 3,000,000
利 益 剰 余 金 26,554,650
その他利益剰余金 26,554,650
(うち当期純利益) (3,871,671)

負債・純資産合計 16,086,233

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
掲
載

官
報

掲
載
の
日
付

令
和
八
年
二
月
二
十
五
日

掲
載
頁

八
十
二
頁
（
号
外
第
三
十
八
号
）

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

名
古
屋
市
瑞
穂
区
塩
入
町
一
七
番
一
号

（
甲
）
Ｍ
Ｔ

Ｔ
Ｅ
Ｃ
Ｈ
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ａ
Ｌ

Ｊ
Ａ
Ｐ
Ａ
Ｎ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

加
藤

大
介

富
山
市
有
沢
七
六
八
番
地
五

（
乙
）
総
合
警
備
エ
ス
エ
ス
ケ
イ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

加
藤

大
介

第 26 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

富山市有沢768番地５
総合警備エスエスケイ株式会社

代表取締役 加藤 大介
貸借対照表の要旨

(令和７年８月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 46,795
固 定 資 産 16,460
合 計 63,256

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,647
株 主 資 本 54,609
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 44,609
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 42,109
(うち当期純利益) (9,955)
合 計 63,256

資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
十
三
億
三
百
円
、
資
本

準
備
金
の
額
を
四
億
五
千
万
円
減
少
す
る
こ
と
に
い

た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

東
京
都
港
区
芝
四
丁
目
一
番
二
八
号
Ｐ
Ｍ
Ｏ

田
町
Ⅲ
七
Ｆ

株
式
会
社
Ｂ
ｒ
ａ
ｖ
ｅ

ｇ
ｒ
ｏ
ｕ
ｐ

代
表
取
締
役

野
口

圭
登

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都港区芝四丁目１番28号ＰＭＯ田町Ⅲ７Ｆ
株式会社Ｂｒａｖｅ ｇｒｏｕｐ

代表取締役 野口 圭登
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,118,110 流 動 負 債 2,431,243
固 定 資 産 4,509,410 固 定 負 債 1,603,268

株 主 資 本 2,379,885
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 4,012,144
資 本 準 備 金 3,991,995
その他資本剰余金 20,148
利 益 剰 余 金 1,732,259
その他利益剰余金 1,732,259
(うち当期純損失) (1,732,259)
新 株 予 約 権 213,124

資 産 合 計 6,627,520 負債・純資産合計 6,627,520

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
及
び
丙
の
権
利
義
務

全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
乙
及
び
丙
は
解
散
す
る
こ
と

に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お

り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

（
丙
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
七
日

鹿
児
島
県
鹿
屋
市
旭
原
町
二
五
二
五
番
地
一

（
甲
）
株
式
会
社
寿
商
会

代
表
取
締
役

竹
中

貴
志

鹿
児
島
県
鹿
屋
市
旭
原
町
二
五
二
五
番
地
一

（
乙
）
Ｄ
ｒ
ｅ
ｓ
ｓ

Ｕ
ｐ

Ａ
ｇ
ｒ
ｉ
株

式
会
社

代
表
取
締
役

竹
中

貴
志

鹿
児
島
県
鹿
屋
市
旭
原
町
二
五
二
五
番
地
一

（
丙
）
ｋ
ｏ
ｔ
ｏ
ｂ
ｕ
ｋ
ｉ

ｃ
ｈ
ｅ
ｅ
ｓ

ｅ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

竹
中

貴
志

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

鹿児島県鹿屋市旭原町2525番地１
Ｄｒｅｓｓ Ｕｐ Ａｇｒｉ株式会社

代表取締役 竹中 貴志
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 32,460 流 動 負 債 122,520
固 定 資 産 32,260 固 定 負 債 55,685

株 主 資 本 113,483
資 本 金 1,000
資 本 剰 余 金 6,020
その他資本剰余金 6,020
利 益 剰 余 金 120,504
その他利益剰余金 120,504
(うち当期純損失) (30,379)

資 産 合 計 64,721 負債・純資産合計 64,721

第 74 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

鹿児島県鹿屋市旭原町2525番地１
株式会社寿商会

代表取締役 竹中 貴志
貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 903,574
固 定 資 産 956,116
繰 延 資 産 351
合 計 1,860,042

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,258,481
固 定 負 債 483,372
株 主 資 本 118,188
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 108,188
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 105,688
(うち当期純利益) (65,905)
合 計 1,860,042

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

鹿児島県鹿屋市旭原町2525番地１
ｋｏｔｏｂｕｋｉ ｃｈｅｅｓｅ株式会社

代表取締役 竹中 貴志
貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 18,017
固 定 資 産 6,313
合 計 24,331

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,993
固 定 負 債 22,602
株 主 資 本 3,265
資 本 金 1,000
資 本 剰 余 金 1,544
その他資本剰余金 1,544
利 益 剰 余 金 5,809
その他利益剰余金 5,809
(うち当期純損失) (2,050)
合 計 24,331

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



第 45 期 決 算 公 告
2026 年８月 27 日 東京都世田谷区成城２2214

株式会社エスジェーエス
代表取締役社長 原田 章二

貸借対照表の要旨 (2026年６月30日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 124 流 動 負 債 1,242
固 定 資 産 2,369 固 定 負 債 410
有形固定資産  負 債 合 計 1,652
無形固定資産 0 株 主 資 本 841
投資その他の資産 2,369 資 本 金 80

資 本 剰 余 金 54
資 本 準 備 金 2
その他資本剰余金 52
利 益 剰 余 金 707
利 益 準 備 金 0
その他利益剰余金 706
(うち当期純利益) (32)
純資産合計 841

資 産 合 計 2,494 負債・純資産合計 2,494

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日 東京都港区港南二丁目15番３号

品川インターシティＣ棟７階
ブラウンフォーマンジャパン株式会社

代表取締役 小泉 達也
貸借対照表の要旨 (令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 8,084,279 流 動 負 債 2,262,436
固 定 資 産 678,558 賞 与 引 当 金 120,531

リベート引当金 634,684
固 定 負 債 7,411,180
退職給与引当金 76,530
株 主 資 本 910,779
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 1,000
資 本 準 備 金 1,000
利 益 剰 余 金 921,779
その他利益剰余金 921,779
(うち当期純利益) (8,017)

資 産 合 計 8,762,838 負債・純資産合計 8,762,838

第 18 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日 東京都港区元赤坂一丁目２番７号

赤坂Ｋタワー４階
シネクロン・テクノロジーズ・ジャパン株式会社

代表取締役 ラケシュ・グプタ
貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 316,430,078 流 動 負 債 68,326,916
固 定 資 産 1,442,244 賞 与 引 当 金 158,854

退職給付引当金 11,363,671
そ の 他 56,804,391
株 主 資 本 249,545,406
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 239,545,406
その他利益剰余金 239,545,406
(うち当期純損失) (28,529,597)

資 産 合 計 317,872,322 負債・純資産合計 317,872,322

第 15 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日 千葉市中央区本千葉町９番10号

株式会社千葉県ＪＡ情報センター
代表取締役社長 礒野 光彦

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部 負債及び純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 681,650 流 動 負 債 153,384
固 定 資 産 1,508,562 固 定 負 債 105,529

退職給付引当金 90,500
役員退職慰労引当金 15,028
株 主 資 本 1,931,299
資 本 金 95,000
資 本 剰 余 金 885,000
資 本 準 備 金 885,000
利 益 剰 余 金 951,299
その他利益剰余金 951,299
(うち当期純損失) (372,363)

資 産 合 計 2,190,213 負債・純資産合計 2,190,213

第 88 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日 岡山市北区表町一丁目５番１号

ア イ サ ワ 工 業 株 式 会 社
代表取締役社長 澤 寛人

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年５月31日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部
流 動 資 産
現 金 ・ 預 金
電子記録債権
そ の 他
固 定 資 産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

合 計

31,105
17,858
459

12,787
10,605
2,696
52

7,856

41,711

負債及び純資産の部
流 動 負 債
完成工事補償引当金
工事損失引当金
そ の 他
固 定 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
そ の 他
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金

評価・換算差額等
その他有価証券評価
差額金
合 計

6,905
22
258
6,624
1,696
745
110
840

30,666
1,550
143

28,973
375

28,598
2,441

2,441

41,711

損 益 計 算 書 の 要 旨
自 令和７年６月１日
至 令和８年５月31日 (単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理
費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

金 額
27,245
24,545
2,700

1,700

999
441
58

科 目
経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益
法人税、住民税及び
事業税
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
1,382
0
15

1,367

515

29
822

第 83 期 決 算 公 告
2026 年８月 27 日 兵庫県姫路市北条口三丁目22番地

株 式 会 社 神 崎 組
代表取締役 神崎 文吾

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(2026年５月31日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部
科 目
流 動 資 産
固 定 資 産

資 産 合 計

金 額
8,728
3,955

12,683

負債及び純資産の部
科 目
流 動 負 債
完成工事補償引当金
賞 与 引 当 金
そ の 他
固 定 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
そ の 他
負 債 合 計
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価
差額金
純資産合計
負債・純資産合計

金 額
3,347
72
272
3,001
810
177
476
155
4,157
8,212
500
2
2

7,821
125
7,696
111
313

313

8,526
12,683

損 益 計 算 書 の 要 旨
自 2025年６月１日
至 2026年５月31日 (単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理
費
営 業 利 益
営 業 外 収 益

金 額
7,158
6,059
1,099

938

161
42

科 目
営 業 外 費 用
経 常 利 益
税引前当期純利益
法人税、住民税及び
事業税
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
3
199
199

98

9
90

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

名古屋市熱田区川並町２番22号
名青グループホールディングス株式会社

代表取締役 田真太郎
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目
の
部
資
産

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 資 産
固 定 資 産
合 計
流 動 負 債
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
(うち当期純利益)
合 計

金 額(千円)
9,806
55,022
64,828
182

64,646
49,500
349,965
349,965
334,818

871
335,689
(340,844)
64,828

第 43 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

名古屋市熱田区川並町３番３号
グリーンビル株式会社
代表取締役 田真太郎

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目
の
部
資
産

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 資 産
固 定 資 産
合 計
流 動 負 債
固 定 負 債
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金
(うち当期純利益)
合 計

金 額(千円)
152,994
402,236
555,231
1,291
218,624
335,315
50,000
120,000
120,000
165,315
165,315
(5,385)
555,231

第 48 期決算公告 令和８年８月27日
愛知県津島市高台寺町字新開１番地
名古屋西流通センター株式会社

代表取締役 田真太郎
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目
の
部
資
産

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 資 産
固 定 資 産
合 計
流 動 負 債
固 定 負 債
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
(うち当期純利益)
合 計

金 額(千円)
206,389
947,245
1,153,634
39,071
280,821
833,741
30,000
270,000
270,000
533,741
1,200
532,541
(2,178)

1,153,634

第 60 期 決 算 公 告

令和８年８月 27 日

名古屋市中川区西伏屋一丁目1020番地

株式会社エム・テイ

代表取締役 橋本 茂昭

(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)

科 目

資
産
の
部

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 資 産
固 定 資 産

合 計

流 動 負 債
賞 与 引 当 金
価格変動引当金
固 定 負 債
退職給付引当金
事業開発引当金

純資産の部合計

金 額

1,034,847
199,840

1,234,688

631,975
24,910
20,000
243,000
5,000
235,000

359,712

貸借対照表の要旨

負債の部合計

株 主 資 本
資 本 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
(うち当期純利益)

874,975

359,712
19,200
340,512
4,800
335,712
(16,895)

1,234,688合 計


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吸
収
分
割
公
告

当
社
は
吸
収
分
割
に
よ
り
名
古
屋
青
果
株
式
会
社

（
住
所
名
古
屋
市
熱
田
区
川
並
町
二
番
二
二
号
）、
株

式
会
社
エ
ム
・
テ
イ
（
住
所
名
古
屋
市
中
川
区
西
伏
屋

一
丁
目
一
〇
二
〇
番
地
）、
グ
リ
ー
ン
ビ
ル
株
式
会
社

（
住
所
名
古
屋
市
熱
田
区
川
並
町
三
番
三
号
）
お
よ
び

名
古
屋
西
流
通
セ
ン
タ
ー
株
式
会
社
（
住
所
愛
知
県
津

島
市
高
台
寺
町
字
新
開
一
番
地
）
の
シ
ェ
ア
ー
ド
サ
ー

ビ
ス
事
業
に
関
し
て
有
す
る
権
利
義
務
を
承
継
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
八
月
二
十
七
日

名
古
屋
市
熱
田
区
川
並
町
二
番
二
二
号

名
青
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社

代
表
取
締
役

田
真
太
郎



第 83 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

名古屋市熱田区川並町２番22号

名古屋青果株式会社
代表取締役 田真太郎

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目

資
産
の
部

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 資 産
固 定 資 産

合 計

流 動 負 債
賞 与 引 当 金
固 定 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
システム更新引当金
修 繕 引 当 金

純資産の部合計

金 額

1,777,804
5,063,321

6,841,126

1,372,843
59,970

1,612,432
65,000
117,000
107,000
24,000

3,855,850

貸借対照表の要旨

負債の部合計

株 主 資 本
資 本 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
(うち当期純利益)

評価・換算差額等
その他有価証券評価
差額金

2,985,275

3,685,921
49,500

3,636,421
12,375

3,624,046
(71,788)
169,929

169,929

6,841,126合 計

第 12 期決算公告 2026年７月30日
東京都渋谷区渋谷一丁目12番１号
株式会社アイラッシュガレージ

代表取締役 伊藤 雅樹
貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 795,476
固 定 資 産 555,971
資 産 合 計 1,351,448

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 523,939
(賞与引当金) (6,730)
固 定 負 債 101,859
株 主 資 本 725,649
資 本 金 154,910
資 本 剰 余 金 128,910
資 本 準 備 金 128,910
利 益 剰 余 金 441,829
その他利益剰余金 441,829
(うち当期純利益) (159,169)

負債・純資産合計 1,351,448

第 21 期決算公告 2026年７月30日
大阪市中央区大手前一丁目７番31号

株式会社松風
代表取締役 廣岡 孝繁

貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 430,100
固 定 資 産 31,347
負 債 合 計 461,447

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 129,931
(賞与引当金) (5,630)
固 定 負 債 8,337
株 主 資 本 323,178
資 本 金 13,000
資 本 剰 余 金 9,000
利 益 剰 余 金 336,178
その他利益剰余金 336,178
(うち当期純利益) (71,776)
自 己 株 式  35,000
負債・純資産合計 461,447

第 49 期 決 算 公 告
令和８年８月 26 日

兵庫県尼崎市南塚口町２丁目
１番２201号

尼崎都市開発株式会社
代表取締役 若竹 保

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 260,949
固 定 資 産 596,716

資 産 合 計 857,665

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 37,521
(うち賞与引当金) (6,497)
固 定 負 債 74,843
うち退職給付引当
金  (8,231)
うち役員退職慰労
引当金  (4,353)

負 債 合 計 112,364

株 主 資 本 745,301
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 157,000
利 益 剰 余 金 625,075
利 益 準 備 金 45,000
その他利益剰余金 580,075
(うち当期純利益) (31,699)
自 己 株 式 86,774

純資産合計 745,301

負債・純資産合計 857,665

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 
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